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はじめに

食品の国際規格の作成を担うコーデックス委員会 1 という国連の組織があ

ります。この委員会は、課題ごとに設定された多くの部会から構成され、さ

らに各部会では、たえず様々な新規規格を作成し、また既に作成した規格を

改定する作業を行っています。そのため、関係資料には、コーデックス規格

や、各部会の報告者が使う難解な専門用語や、議論の蓄積を前提とした記述

が多く、コーデックス関連業務に接したことのない人にとって、その概要を

把握することはなかなか困難であるのが実情です。この小冊子は、そうした

方々を対象に、複雑で難解なコーデックス委員会の活動を解りやすく紹介す

ることを目的としています。

さて、本論に入る前に、簡単に私とコーデックスの関係を紹介させてい

ただきたいと思います。私は、幸いにも 1995 年６月から 3 年間、農林水

産省（以下農水省）からの出向という形で在イタリア日本国大使館に赴任

し、対国連食糧農業機関（FAO）の日本国副代表として FAO と世界食糧計

画（WFP）関連の業務を行い、その後、農水省での勤務を歴て、2001 年 6

月から 2006 年 5 月までの５年という長期間、今度は FAO 本部にあるコー

デックス事務局で働くという機会に恵まれました。その結果、最初は日本政

府の立場から FAO と、次に国際機関という立場で今度は加盟国政府と仕事

を行い、双方の異なる立場を経験することができました。これは非常に貴重

かつ意義のある体験でした。

1995 年からの３年間の大使館勤務時代は、特に 1996 年 11 月に開催さ

れた FAO の「世界食料サミット」が最大の行事で、そのための準備会合が

頻繁に開催され、私も幾多の会合に参加して宣言文書をめぐる各国との活発

�

1　英語名は Codex Alimentarius Commission です。“Codex” はラテン語で「規則」を、
“Alimentarius” もラテン語で「食品」を意味します。つまり「食品規則委員会」というこ
とになります。また、一般に「コーデックス委員会」と呼ばれています。 
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な議論を行ったことを覚えています。今でも食料サミットで採択された「ロー

マ宣言」をみると、苦労して押し込んだ文言を見出し、感慨にふける事があ

ります。食料サミット以外にも、総会、理事会、商品問題委員会、食料安

全保障委員会、遺伝資源委員会といった FAO の様々な会合に参加しました。

しかし、この間に、内容があまりにも専門的なため、東京からの出張者に対

応を任せた会議が２つありました。その一つは、植物防疫関係の会議で、こ

れは後に FAO の植物防疫委員会（IPPC）となり、植物防疫条約という非常

に重要な責務を担う組織になりました。もう一つが、このコーデックス委員

会でした。

コーデックスとの出会いは、1995 年の 6 月 30 日に、私が大使館に赴任

してきた数日後、FAO で開催されたコーデックス総会に参加したことでし

た。東京からの出張者は、農水省と当時の厚生省からなる大部隊でした。会

議の内容は、事前の知識がなかった私にとって、見当もつかない専門用語が

飛び交う難解なものでした。次々に進んでいった会議は、ある時突然、紛糾

し始めました。そして、ついに決着がつかず、投票によりあっという間に結

論が下されてしまったのです。これを見ていた農水省からの出張者が「こん

な重大な案件が投票であっさり決まってしまうというのは驚きだ。みんなに

警告しておかないといけない」と言ったことを鮮明に記憶しています。これ

が、本書の後半でも触れる、米国と EU の成長ホルモンをめぐるコーデック

スでの論争が「投票によって決着」した瞬間だったのです。ただ、その後の

コーデックス関連業務は事務的なもので、内容は本省で対応してもらったた

め、帰国する頃にはコーデックスのことは強く印象に残ってはいませんでし

た。しかし、帰国後、突然コーデックス関連の仕事を担当することになって

しまったのです。1998 年に帰国後、当時の食糧庁企画課で国際関係担当に

配属された私に、コメのカドミウム最大基準値に関するコーデックス業務が

待っていたのです。当時は、わが国には、リスク評価の方法も知識もあまり
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伝達されておらず、非常に苦労しました。その後、食品油脂課（現食品産業

振興課）に異動してもコーデックスとの縁は続き、今度は油脂部会や、日本

で開催された遺伝子組換え特別部会に参加することになり、そしてついには

2001 年の６月に本部に出向することになったのです。農業経済という専門

外からの参入であったため、苦労はしたものの、その後、５年間という長き

にわたり、無事勤務することができ、2006 年６月に帰国したのです。

本書は、コーデックスを全く知らなかった人や食品安全に関する化学的な

専門知識を有しない人にも、なるべく分かりやすく解説することを意図して

います。冒頭でも触れたとおり、コーデックスの活動は組織や手続きが複雑

で、審議内容も専門的であるため、その活動内容は関係者以外にはあまりよ

く理解されていないのが実情と思われます。しかし、高度な専門的議論はと

もかくとして、コーデックスが、社会的、経済的に私たちの生活にどのよう

な関わりを持つのかという点は、ぜひ理解しておく価値があると思われます。

また、私自身が農業経済という全くの畑違いの分野から参入して、最初は手

探り状態で苦労しながら勉強した体験も踏まえ、複雑なコーデックスの活動

内容を化学的な予備知識のない方々にもどうしたら分かりやすくお伝えでき

るかを工夫する必要性を痛感しています。本書により、少しでも皆様のコー

デックスに対する理解が進むことを切に希望しています。
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第１章　コーデックス委員会の制度

１　活動の目的および組織

コーデックス委員会は、それぞれローマとジュネーブに本部を置く FAO

と WHO（世界保健機構）が共同で運営する機関で、食品に関する国際規格

を策定する活動を行っています。ひとくちに国際規格といっても、その範囲

は広く、残留農薬の基準や食品添加物の基準から、食品表示のあり方、食品

の検査方法に関するもの、輸入検査のあり方、食品の衛生管理方法、更には、

野菜・青果物からチーズ、油脂といった個別の食品に関する規格といったも

のまで、多岐にわたります。

コーデックスの活動目的は、コーデックス憲章の第１条に「消費者の健康

の保護」と「公正な貿易慣行の確保」という形で明記されています。一般に、

国際規格を策定するということは、貿易の促進や振興を目指すことが至上課

題と思われがちですが、コーデックスの目的には、「消費者の保護」という

視点もあることに注目して下さい。また、「公正な貿易慣行の確保」につい

ても、英語では、“ensure fair trade practice” と表わされ、単なる貿易促進

とはやや異なり、「公正な貿易慣行を確保する」という、いわば「貿易も含

んだ、農産物や食品の適切な商行為の環境を整える」という考え方ではない

かと思います。

FAO と WHO の合同運営という性質上、コーデックスの様々な手続きでは、

それぞれの最高意思決定機関（総会）や両機関の事務局長の了承を必要とす

る案件が多く存在します。例えば、コーデックスでは規格策定の手続きに関

する様々な規則が定められていますが、そうした規則を新規に採択・改定し

たり、NGO がコーデックスの会議にオブザーバーとして出席する場合には、

両機関の事務局長の承認が求められることになっています。
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予算は、親機関である FAO や WHO と同様に、２年ごとに計画を立てて

執行する仕組みになっています。最近の予算（2008-2009 年）は２年間で

842 万ドル、１年平均にすると 420 万ドルとなり、１ドル 100 円で計算す

ると年間の予算規模は約４億円強ということになります。その約８割強を

FAO が拠出しており、事務局もローマの FAO 本部内に置かれ、FAO の職員

として常駐しています。事務局は、コーデックスの実質的な運営を行う事務

局長と専門職員が合計７名、庶務的な事務、フランス語やスペイン語の翻訳

チェック、会議のための資料や策定された規格の印刷や管理を担当する一般

事務職員が６名の全 13 名からなる非常に小さい組織です。これらの職員は、

FAO と WHO の財源でまかなわれていますが、これ以外にも、各国の任意の

拠出金で雇用されている職員もいて、人手不足の事務局を助けています。現

在、こうした拠出金による職員が日本と韓国から派遣されており、私もこの

ポストでコーデックス職員として勤務していました。拠出金であるか正規予

算であるかという財源の違い以外は、他のコーデックス事務局員と同様の扱

いを受け、仕事をしてきました。

コーデックス委員会の組織は、図１に示すように、最高意思決定機関とし

てのコーデックス総会を頂点とし、下記のような専門的な部会が設置されて

います。

（1）横断的・一般的な規格を策定する一般問題部会

（2）個別の食品の規格を策定する個別食品部会

（3）世界各地の地域ごとに開催される地域調整部会

（4） 既存の部会では対応できない特定課題を原則４年間で合意を目指す

特別部会

各部会には、図１の（括弧）に示されているように、その部会ごとの会議

開催国が定められています。この開催国は、コーデックス事務局員と連携し

つつ、会議場やホテルの予約といったロジ業務から、議長を出すといった業
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務を行います。以前は、欧米の先進国が独占的に開催国を務めていましたが、

近年は、日本、韓国、ブラジルが特別部会で、中国が残留農薬部会と食品添

加物部会で、またマレーシアが油脂部会で開催国になるなど、アジアや新興

国も開催国となる力をつけてきました。「開催国になる力」があるとは、会

議を開催するには莫大な予算がかかるため、開催国にはある程度の経済力が

求められること、会議の運営を支える能力（語学力やコーデックスの制度や

食品の国際規格を理解している能力）のある人的資源があることを意味しま

す。議長になる人間には当然、こうした能力に加え、議論をまとめる能力も

求められることになります。わが国は、2000 年から 2003 年にわたり４回、

更に 2005 年から 2007 年にわたって３回、バイオテクノロジー応用食品特

別部会の開催国となりました。これは、今までコーデックスの会議を開催す

る経験がなかったわが国にとって、画期的な出来事であったため、この時の

事務局を務めた厚生省の担当者の苦労はかなりのものであったにちがいあり

ません。しかし、こうした方々の苦労のかいあって、このバイテク特別部会

の評判は非常に良く、総会等の議論でも各国から賛辞が相次ぎました。また、

議長を務めた厚生労働省の吉倉先生も高い評価を受け、その後、コーデック

スの副議長としてもご活躍されました。このように、開催国になるというこ

とにより、その国にはコーデックス事務局と一体化した様々な知的な蓄積が

伴うことになるのです。

２　コーデックス規格の形態

コーデックスを解りにくくしている要因は、規格の様々な記述形態にもあ

ります。数値により表記されているものから、延々と文章により記述された

ものまで、その形態は多岐にわたります。前者の代表例は、安全性確保のた

めに食品に残留する化学物質の上限値を明記した最大基準値のようなもので

す。後者の代表例は、食品の安全を確保する際に、生産、加工、流通、貯蔵、
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消費といった段階で、どのような点に配慮すべきか、どのような取り組みを

行うべきかに関して、具体的に詳細な助言や指導を行う「指針」のようなも

のや、リスク評価を行う際の基本的な考え方をまとめた抽象的な「原則」と

いったものもあります。これらは、次の章で具体例を見ながら説明していく

ことにします。

３　コ－デックス規格の意義

この問題は、まともに扱うとそれだけで大論文になる話なので、簡潔にま

とめたいと思います。まず、コーデックス規格には条約のように各国を拘束

する法的拘束力はありません。これは、コーデックス規格の策定後に、国会

での批准が無い事などをみれば納得がいきます。現在でも、コーデックスで

定めた規格を各国が遵守すべきか否かと事務局が訊かれたら、「多大な費用

をかけて作成しているコーデックス規格をなるべく使ってもらうように奨励

はするものの、強制力のない自主的なものである」というのが模範解答でしょ

う。しかし、1995 年から施行されている WTO（世界貿易機関）の SPS 協定（衛

生及び植物防疫措置の適用に関する協定）の成立により、コーデックスの外

の世界で、こうした「自主的な規格」という性格が変わってくるようになっ

たのです。例えば、SPS 協定は、各国の衛生・植物防疫措置（食品安全に関

する措置も含まれる）は国際規格が存在する場合にはそれに基づくべきと規

定し、更に食品の安全性に関する国際規格はコーデックス委員会の策定する

規格であるということを明記しています。これと同様に、SPS 協定上で国際

規格としての位置づけを与えられたのが、IPPC（植物防疫委員会）の植物

防疫に関する規格や、OIE（国際獣疫事務局）の動物の病気に関する規格です。

SPS 協定を議論する人たちの間で、こうした３つの国際規格を作成する機関

は、「three sisters（３姉妹 )」と呼ばれています。また、WTO の TBT 協定（貿

易の技術的障壁に関する協定）においても、各国の政府が定める義務的な技
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術的規格は、国際規格に基づくべきであると規定されています。一方、TBT

協定の対象となる範囲は工業製品から食品まで広範にわたるため、協定中に

コーデックスという名指しこそありませんが、コーデックスの定める個別食

品の品質に関する規格や食品表示に関する規格もまた、この TBT 協定の対

象となります。

ただし、SPS 協定には、きちんと科学的に立証すれば、各国が国際規格よ

りも厳しい措置をとることを容認する条文もあるため、国際規格の存在が、

何の制限もなく各国の政策を拘束するということにはなりません。とは言う

ものの、国際規格を作成するときには、それなりの科学的知見を基にするの

で、国際規格の存在は重みを持ったものになると言えましょう。そうした意

味において、コーデックスでの決定は、WTO という別の国際機関の協定に

より各国の食品規制に影響力を有する存在となっていることは事実です。

それでは、コーデックス規格と各国の規格が同じかというと、現状は必ず

しもそうではないのです。各国とも、コーデックス規格というものをかなり

意識して食品行政を行っていることは確かです。しかし、特に先進国では、

その国のリスク評価機関（わが国でいうと食品安全委員会）が存在し、ここ

が行った科学的評価を基に担当官庁（わが国でいうと厚生労働省（以下厚労

省）や農水省）が決定を下すという国内制度が確立されていることが多く、

次のような背景で、コーデックス規格をそのまま採択することができないと

いう事情があるものと思われます。まず、コーデックスが拠りどころとする

リスク評価と、各国のリスク評価機関の評価の違いがあります。また、自然

条件や食生活、食文化の違いにより、食品安全の規制も国によって異なって

くることが考えられます。更に、コーデックスでは、どの国でも適用できる

国際規格を作成しているため、規格策定に際して科学的根拠を非常に重視し

ますが、各国の食品行政担当者は、科学的根拠を重視しつつも、消費者や生

産者の声といった科学以外の要素にも対処を求められる場合があることも要
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因として考えられます。

では、国際規格と国内規格が異なっているとすぐに問題が発生するのかと

いうと、そうではありません。ある国の食品規格が国際規格と異なることに

よって問題が発生するのは、貿易などで相手国に経済的損失が生じたような

事態が発端となり、それが容易に解決できないような場合です。最終的には、

こうした紛争は、WTO のパネルによる紛争処理手続きに発展することもあ

りますが、大部分はその前に解決します。

４　コ－デックス規格の策定手続き

コーデックス規格完成までの道のりを見ていきましょう。新規格の提案は、

加盟国から出される場合が圧倒的です。提案は、まず理事会で、コーデック

ス規格を策定するのが適切であるか否かという審査を受けます。理事会は、

一定の規準に照らし合わせ、コーデックス規格を策定する必要性や意義の有

無に関する意見をコーデックス総会に送ります。そして総会で合意が成立す

れば、策定作業が開始されます。その過程では、規格策定を行うべきか否か（例

えば、パルメザンチーズの規格を作るか否かでは、かなりの議論が行われた）、

どの部会で議論するのか（例えば、抗菌剤耐性問題をどの部会で行うのかに

関しての議論）がよく問題となり、その解決には時としてかなりの労力を必

要とします。

こうして作業が開始されると、それぞれの担当部会で議論が開始され、基

本的には、部会で規格案に合意が成立した後、コーデックス総会で採択され

て初めて正式のコーデックス規格となります。せっかく総会にまで到達して

も、最終採択で異論が噴出すればまた担当の部会に戻されることになります。

過程を細かく見てみましょう。コーデックスの標準的な規格成立過程には、

８つの段階（ステップ）があります。このステップと呼ばれる数値はその規

格が現在どの段階にあるのかを明確に示しているため、規格の完成度と作業
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の状態が把握することができるようになっています。例えば、「ステップ６」

であれば、「規格案に対して現在各国にコメントを募集中であるが、この後

もう一度部会で議論して合意すれば、最終採択のために総会に送られる」と

いう状態を示しています。標準的には、規格の最終採択までに、２回ほど担

当の部会で議論する機会が設けられています。

規格の原案は、多くの場合、提案した加盟国が作成します。これは、そ

の提案国が規格作成に不可欠な専門的知識や様々なデータを持っているた

めです。規格原案が初めて作成され、各国に配布されコメントを求めてい

る状態が「ステップ３」です。この時、規格名の先頭には「Proposed Draft

（提案原案という意味）」という称号がついています（例：Proposed Draft 

Standard for Instant Noodles）。その後、各国のコメントをもとに、まずは

担当の部会で議論されますが、この状態が「ステップ４」です。もし、ここ

でとりあえず大きな対立点がなければ、総会に送って仮採択を行います。こ

の状態を「ステップ５」での仮採択と言います。しかし、総会の審議で大き

な争点が生じ、各国に再度コメントを求めるべきと判断されると、規格は「ス

テップ４」に戻され、次の部会までにコメントを再び募集することになりま

す。また、規格案自体に問題があって、書き直したほうが良いと決定される

と、規格案を書き直し、再度各国に配布するという作業を繰り返します。こ

れを「ステップ３」に戻すといいます。こうして、「ステップ５」（仮採択）

にまでこぎつけた規格案は、再度、各国に配布されてコメントを求めること

になります。この状態が「ステップ６」です。また、仮採択のあと、規格案

の名称の先頭についていた「Proposed Draft（提案原案）」は、「Draft（原案）」

に変わるのが通例です。その後、再び担当の部会に送られ、２回目の部会審

議が行われますが、この状態が「ステップ７」です。ここで合意すると、「ス

テップ８」という最終段階に昇格し、　コーデックス規格となるための承認

を総会へ求める資格を与えられます。
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対立点の少ない規格策定では、1 回の審議で合意し、残りのステップを省

略して最終採択に至る場合もあります。

以前は関係国の利害が鋭く対立し、合意が容易に形成されない場合でも、

総会に送られ加盟国による投票によって僅差で決着がつけられたこともあり

ました。過去に投票によって決着した事例が２つあります。一つはミネラル

ウォーターの規格です。もう一つは、先に触れ、後に詳しく紹介する牛の成

長を促進させるホルモン剤の規格です。これらは、これ以上の議論を行って

も収拾がつかないという状況下で、究極の解決策として投票にゆだねられた

ものでしょうが、後にこれが大きな批判を招いたことを反省し、現在のコー

デックスの手続きではできる限り加盟国の合意により決着するよう努めるこ

とになっています。

5　コ－デックス委員会の参加者

コーデックス委員会の会議には、各国政府代表のみならず、オブザーバー

として、様々な国際機関の代表、産業界の代表、消費者団体の代表も参加が

可能です。各国政府に関しては、FAO か WHO の加盟国であれば、両機関

の事務局長宛に通告する手続きだけで加盟が可能となります。オブザーバー

は、政府以外の民間団体が対象で、一定の手続きを踏んで、FAO と WHO の

事務局長の承認を得れば参加することができます。こうしたオブザーバーに

は基本的に生産者の声を代表する団体と、消費者の声を代表する団体とに分

けることができます。オブザーバーは会議での発言も許されており、消費者、

産業界のそれぞれの視点から意見を陳述することができます。また、コーデッ

クスの会議は公開が原則であるため、一般の聴衆も会議場の都合がつく場合

であれば傍聴が可能です。
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6　様々な議論の進め方

標準的なコーデックスの部会は、月曜日から金曜日までの５日間開かれま

す。そのうち、月曜日から水曜日までの３日間が実質的な議論で、木曜日は

事務局が報告書を作成する日として会議は休会（その間に、二国間の会合

やセミナーが開催される場合が多い）となり、金曜日に報告書を審議・採

択して閉会するというのが一般的な日程です。しかし、議題が多い部会な

どは、この日程では対応しきれないことから、本会合の前の週から作業部

会（working group）を開いて話し合い、その結果を本会合に持ち込む方式

を採用しています。例えば、以前存在していた「食品添加物汚染物質部会

（CCFAC）」（後に２部会に分割される）では、正式会合の前の週の木曜日か

ら日曜日まで多くの作業部会を開催することが慣例となっていました。これ

は議題数が多いため、本会議の前に一度議論して審議の方向をある程度定め

ておくための措置でしたが、加盟国にも事務局にも負担が大きいことが問題

でした。

部会の開催頻度には、年に１回のものと２年に１回のものがあります。し

かし、特定の議題に割り当てる時間があまり長くはないため、しばしば次の

部会までの期間に、各国が電子メールによる意見交換を行い、規格案の策定

作業を進める「電子作業部会」が設置されます。また、関心国が実際に次回

の会合までの間に数日間集まって会合を開く方式の作業部会も行われていま

す。

7　コ－デックス手続規則集

コーデックスの特徴の一つに、手続きに関する詳細な規則が定められてい

ることが挙げられます。この手続規則は、「Procedural Manual」と呼ばれ、コー

デックスで規格を策定する際に必要な規則を網羅しています。これは、コー

デックスの策定作業自体に適用される規則で、コーデックス規格ではありま
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せん。一部を以下にご紹介します。詳細は、コーデックスのホームページで

ご覧いただけます 2。

・ 　コーデックス憲章（Statutes of the Codex Alimentarius Commission）：

コーデックスの目的や基本的な仕組みに関する１０の短い条文

・ 　コーデックス委員会の手続規則（Rules of procedure of the Codex 

Alimentarius Commission）：コーデックス総会と部会に関する詳細、す

なわち、メンバー、地域調整国、執行理事会、部会、予算、議題、オブザー

バー等に関する詳細な規則

・ 　コーデックス規格や関連文書の策定手続（Procedures for the elaboration 

of Codex Standard and Related Texts）：コーデックス規格を策定する作

業に関する手続き

・　コーデックス委員会と他の国際機関との協力に関する指針

・　NGO のコーデックス作業への参加に関する原則

・ 　コーデックスのための諸定義：「リスク評価」など、コーデックス規

格や策定作業の過程で使用される専門用語の定義

・ 　コーデックスの部会と特別部会のための指針：開催国、議長、会合開催、

作業部会、電子作業部会などの会議運営に関する指針

・ 　作業の優先順位策定の基準：新規の規格策定作業を開始するか否かを

考察する際に参照するための基準

8　途上国の参加問題

コーデックスは、年間を通じて多くの会議を開催するため、途上国は旅費

の制約から多くの部会には出席できない状況にありました。これにより、途

上国の実質的な参加がなされないところで国際規格が策定されてしまうとい

う問題が生じていました。これを打開するために、先進国の拠出により、途

2　現在は第 17 版（http://www.codexalimentarius.net/web/procedural_manual.jsp）
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上国のコーデックス部会への参加旅費を拠出する信託基金（Trust Fund）が

設置されています。これにより、今まで参加できなかった部会や総会にも途

上国が参加できるようになったと好評のようです。しかし、真に途上国が参

加するためには、会議だけでなくコーデックスの作業全般にも関われるよう

にする必要があるため、単に旅費を出すだけでなく、コーデックスの規格決

定過程に意見を提案できるだけの能力を構築する（capacity building）ため

の支援を行う必要性が指摘されています。こうした、途上国にコーデックス

の作業過程を理解させ、それに対応する能力を向上させるための業務は、国

際規格の作成を専門としており人的・予算的にも制約のあるコーデックス事

務局ではなく、FAO や WHO が途上国支援事業の一環として実施すること

になっています。
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第２章　コーデックスの各部会の活動内容

この章では、コーデックスの各部会の活動内容を説明します。といっても、

数多い部会の全てを紹介するには膨大な紙面が必要であるため、主要な部会

に限り、その概要を簡単にまとめてみましょう。

１　主なコ－デックス部会の活動内容

　⑴ 総会

コーデックスの最高意思決定機関です。毎年、７月上旬にローマとジュネー

ブで交互に開催されます。総会の重要な業務は、それぞれの専門部会で合意

した規格案を最終採択し、コーデックス規格とすることです。一度部会で合

意しても、総会で異論が出る場合もあり、そうした時には部会に差し戻され

ます。一応、総会には投票による多数決で規格の決定を行うことができると

いう規則はありますが、現在では投票で規格の採択は行われないと考えてい

いでしょう。その他、各部会で意見が対立し、総会に判断を求める案件も議

論されます。また、執行理事会や部会の意見に基づいて、新規作業の開始や

中止、不要な規格の廃止の決定を行います。更に、中長期的にコーデックス

が取り組むべき戦略や課題なども採択します。

こうした規格策定に関する事項以外にも、予算の承認、議長（１人）、副

議長（３人）、地域調整国（アジア、アフリカといった各地域から選出され、

地域総会を開催する国で、執行理事会に出席する資格を有する国。合計６人）

の選出、執行理事会のメンバー国の選出、コーデックスの運営規則に関する

変更の承認、コーデックスの各部会の開催国の承認といった管理的決定も行

います。
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　⑵ 執行理事会

基本的には、年２回開催されます。そのうちの１回は、７月の総会直前に

開かれ、総会で議論する重要事項を審議し、総会に意見を送ります。総会に

は多くの国が参加するため、審議に時間がかかることから、執行理事会で、

ある程度の方向付けを行う必要があるのです。こうした決定は総会において

「執行理事会の合意」という形で紹介され、審議を容易にしています。理事

会では、規格の策定や審議状況の管理を行うことが期待されています。部会

から送られる新規規格の作成要請を審査し、総会に意見を提出するほか、策

定に時間を要している作業の状況を把握し、対応方針を示すこともあります。

構成は、議長、副議長（３人）、それぞれの地域から総会で選出される執行

理事会のメンバー、各地域の調整国（これも総会で選出）、更に各地域で選

出されて参加が可能となるアドバイザー（１～２人ほど）となっています。

　⑶ 一般問題部会

一般問題部会の中から、特に重要と思われる部会に限ってご紹介します。

　① 食品汚染物質部会（CCCF）

まず、食品汚染物質を扱う CCCF から説明していきます。この部会は、従

来の「食品添加物汚染物質部会（CCFAC）」があまりにも膨大な作業を抱え

るようになってしまったため、2006 年のコーデックス総会で、食品添加物

を扱う「食品添加物部会（CCFA）」と汚染物質を扱う「食品汚染物質部会

（CCCF）」に分割され、誕生した部会です。前者は、新たに中国が開催国となり、

後者は引き続きオランダが開催国を務めることが合意されました。

　a. 食品汚染物質のリスク管理

汚染物質とは、農産物や食品を育成、貯蔵・流通、加工、調理する段階で、
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意図しない状況でその食品に吸収や生成が生じる化学物質を意味しています。

具体的には、農林水産物の育成途上で環境からその農産物に吸収され食品に

残留する物質（ダイオキシン、ヒ素、鉛、カドミウムなど）や、加熱やくん

製等の食品の加工過程で生成される物質（アクリルアミド、多環芳香族炭化

水素（PAH）など）、更にはカビがもたらすマイコトキシン類（アフラトキシン、

オクラトキシンなど）などです。

CCCF の主たる業務は、食品の安全確保のための、食品中における汚染物

質のリスク管理です。そのための手段として、汚染物質が食品中に許容され

る最大値を数値で表した「最大基準値（ML）」を策定してきました。この最

大基準値は、表１のように、食品ごとに設定されます。この事例は、カド

ミウムの各食品におけるコーデックスのＭＬです。「mg/kg」という単位は、

その農産物１kg 当たり最大何 mg の汚染物質が許容されるかを示しています。

このＭＬの設定は、食品中の汚染物質の存在量をＭＬ以下に維持すること

により、その食品を一生摂取し続けても人体への影響が及ばないことを確保

するためのものです。つまり、このＭＬという指標を使うことにより、食品

中の汚染物質が人体へ影響しないよう管理することが可能になるのです。Ｍ

Ｌは、農産物や食品ごとに策定しますが、これは、汚染物質となる化学物質

それ自身に健康を確保するための摂取上限値（後述の PTWI や ADI）が定め

られていることが大前提となっています。つまり ML の設定は、いろいろな

食品から摂取される特定の化学物質が、その摂取上限量を超えないようにす

るための「数値による規制手段」なのです。

ただし、コーデックスでは、汚染物質が含まれる全ての食品に対して ML

を作ることは行わず、その汚染物質の主要な摂取源とみなされる食品につい

てのみ、作成することにしています。
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b. 生産から消費に至る過程を網羅する指針の重要性

こうしてＭＬという数値による指標を設定することによって、汚染物質の

リスク管理が可能となります。つまり、各国はコーデックス規格をそのまま

国内の規制値として採択し、国内で生産・流通する農産物の汚染物質の値

を、コーデックスで定めた ML に達しないように様々な施策をとることによ

り、国民の健康を守ることが可能となるのです。そのためには農産物の検査

体制を整え、こうした汚染物質の値の状況を把握し、規制値を超えるような

農産物を市場から排除したり、そうした高い値を出さないための生産段階や

流通段階での対策を取ることができます。また、輸入食品に対しても、こう

した汚染物質の最大値を越えたものが国内に入らないように検査・管理体制

を整えることも可能となります。

しかしながら、生産物の全ての汚染物質の含有量を絶えずチェックするこ

とは、不可能です。また、汚染物質は前述の定義からもお解りになるよう

に、重金属のように農産物の育成過程で土壌や水から吸収されて食品に含ま

れたり、アフラトキシンのように収穫後の貯蔵段階で発生したカビが生成す

るなど、生産・貯蔵といった消費に至る段階での管理が原因となる性質のも

のです。そこで、最終生産物にある汚染物質の量と ML を比較することより

も、生産から消費に至る過程を適切に管理することによって汚染物質の含有

量を低減させる、という管理方法が最も効果的なリスク管理であるという考

え方が登場してきました。コーデックスでは、このような生産から消費に至

る各段階で、汚染物質が食品に含まれないように注意すべき点をまとめた指

針も作成しています。例えば、カビ毒であるマイコトキシンのリスク管理に

は、ML の作成と並行して、生産や乾燥、貯蔵に際してどのような配慮を行

うとマイコトキシンを生成するカビが発生しないか、という指針の作成が有

効であると認識されています。
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c. CCCF を支える科学者専門家の会合

コーデックス委員会は、後述するリスク分析の枠組み（リスク評価・リス

ク管理・リスクコミュニケーション）のうち、リスク管理を行う機関ですの

で、これに対してリスク評価を行う機関が別途必要となります。CCCF にとっ

て、「FAO/WHO 食品添加物に関する合同専門家委員会」（JECFA：ジェクファ）

と呼ばれる組織が、リスク評価機関に当たります。コーデックスが農水省

や厚労省だとすると、食品安全委員会に相当する機能を果たすのが、この

JECFA です。JECFA は FAO と WHO が共同で運営していますが、これは、コー

デックスからは独立しており、出席者も FAO と WHO に選出される専門家

だけが参加できる会議です。会議自体は一般には開かれていませんが、会議

の結果は報告書としてまとめられ公開されており、コーデックスのウェブサ

イト 3 から入手することができます。

汚染物質に関する JECFA の任務は、その汚染物質を生涯摂取し続けても

健康被害が生じないという指標である暫定１週間耐用摂取量（PTWI）を決

定することです。更には、実際に食品からどの程度その汚染物質を摂取して

いるかという試算（暴露評価）を行い、CCCF にその結果を送付することも

重要な任務です。逆に、CCCF の審議過程で、ある特定の汚染物質の暴露評

価や科学的見地からの意見が必要になった場合には、CCCF が具体的な質問

を作成し、JECFA に検討を依頼することもよくあります。このように両者は

密接な関係を保ち、CCFA の活動にとって JECFA は不可欠な存在となってい

ます。

d. 汚染物質のコーデックス規格の策定過程

汚染物質の ML の策定過程を簡単に説明します。それは、まず CCCF で、

どのような汚染物質の規格を作成するかを議論し、JECFA にリスク評価を依

3  http://www.codexalimentarius.net/web/archives.jsp?lang=en
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頼するところから始まります。

JECFAは各国にデータの提出を求め、その汚染物質の毒性試験などを評価

し、先に登場した汚染物質のPTWIを定めます。このPTWIは、その化学物質を

生涯にわたって摂取し続けても健康に悪影響が生じない最大の水準という意

味で、その汚染物質の化学的な性質や人体内での代謝活動によって決定され

るものです。汚染物質の場合、重金属のように体内で蓄積される性質のものが

あるため、摂取量の上限には「１週間当たり」という数値が使われます。これ

は、同じ概念で後ほど農薬や食品添加物の話に登場する１日当たりの許容摂

取量（ADI）と異なる点です。もちろん、PTWIを７で割ればADIが算出できま

す。このPTWIやADIという数値は、食品ごとに設定されるMLを定めるときの

最も基本的な数値で、人間の体重１kg当たりの数値で表記されるのが通例で

す。例えば、ADIが10μg/kg bw　という表記がある場合には、その化学物質

を毎日、体重１kg当たり（kg bw）10マイクログラム（μg；１gの100万分の１）

まで一生消費し続けても、人体には影響が及ばないということを示していま

す。 

次の段階では、各国から提出される汚染物質が食品にどの程度含有される

かに関するデータ（汚染実態のデータ）と、食品消費量のデータから、消費

者がどの食品からどの程度の汚染物質を摂取しているか（暴露量）を推定し

ます。こうした推定により、どの食品からの汚染物質の摂取が大きいのかを

明らかにします。こうすることにより、どの食品に対して汚染物質の ML を

定めるべきかを明らかにします。前述のように、コーデックスでは、ある汚

染物質に関して、全ての食品に汚染物質の ML を定めるのではなく、その汚

染物質の汚染度と食品の消費量から、摂取量が多く、人の健康に影響する可

能性の高い食品にのみ基準値を設定するのです。JECFA のこうした評価結果

は、CCCF が判断する重要な情報となっています。

その後、CCCF では、こうした JECFA による一連の科学的分析、すなわち、
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JECFA から提供された PTWI や暴露量の大きい食品の情報をもとに、どの

食品に ML を設定すべきか、どの程度の ML を設定すれば消費者の健康を確

保でき、一方でその農産物の生産や貿易にとって過度の負担とならないか

といった点を考慮して、食品ごとの ML を決定します。すなわち、CCCF で

は、ML の設定に際して、ある消費者に摂取される汚染物質の総量がその汚

染物質の PTWI を超えないように設定することが大前提ではあるものの、一

方でこうした ML の設定により経済活動に大きな支障が生じないよう配慮す

る必要もあります。JECFA では安全性に関する科学的分析が中心でしたが、

CCCF になると、設定する ML が生産や貿易といった経済活動に及ぼす影響

といった側面も考慮されるということです。ここが科学的な審議過程である

リスク評価と、リスク管理との決定的な違いといえます。

さて、設定した ML が、個別の食品の摂取を通じて PTWI を超えないこと

を保障するという考えを示したのが、以下の計算式です。基本的な考え方は、

個別の食品の平均的な消費量にその食品の ML を乗じたもの（①）を総計し

た値（②）、すなわち全ての食品から摂取する汚染物質の摂取量が、健康を

守るための上限値である PTWI を越えないよう、ML を調整することになり

ます。もし、ML の実測値から導いた値が PTWI を超えなければ、そのまま

の案で通りますが、PTWI を超えている場合は、ML を引き下げる必要が生

じてきます。これは、後述する食品添加物、残留農薬、残留動物医薬品に全

て当てはまる考え方で、コーデックスの ML 設定の原則といえましょう。

食品１の汚染物質Ａに関するML（mg/kg）×食品1の1週間の摂取量（kg）

＝１週間当たりの汚染物質Ａの食品１を通じた摂取量（mg）…①

①を基本として、汚染物質Ａを含んだ食品１からＮまで合計すると、次の

ようになります。
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  食品１の汚染物質Ａに関するML（mg/kg）×食品１の１週間の摂取量（kg）

+食品２の汚染物質Ａに関するML（mg/kg）×食品２の１週間の摂取量（kg）

+食品３の汚染物質Ａに関するML（mg/kg）×食品３の１週間の摂取量（kg）

・

・

+食品Ｎの汚染物質Ａに関するML（mg/kg）×食品Ｎの１週間の摂取量（kg）

＝全ての食品を通じた汚染物質Ａの１週間の摂取量（mg）…②

これと、PTWI に国際的な想定平均体重（60kg）を乗じた、汚染物質Ａ

の 1 週間当たりの最大許容摂取量とを比べて、以下の関係が成立すること

を確保するのです。

全ての食品を通じた汚染物質Ａの１週間の摂取量（mg）＜汚染物質Ａの

PTWI（mg/kg）×60kg

こうした食品汚染物質に関するリスク管理の考え方をまとめたのが、「食

品汚染物質に関する一般規格（General Standard for Contaminants and Toxins 

in Foods ; GSCTF）」と呼ばれる規格で、コーデックスにおける汚染物質の

ML 設定に関する原則や、これまで決められた汚染物質の ML の一覧表を備

えています。　　　　

更に、CCCF では、先ほど述べた通り、ある特定の農産物における汚染物

質の生成や残留を可能な限り低く抑えるための適正な農業生産・貯蔵・流通・

加工に関する指針を作成しています。この指針の作成は、そうした分野で専

門的な知見を有する国が中心となって原案を書き上げ、CCCF に提出して議

論を行い、規格が作成されます。



e. ALARA 原則

前述の GSCTF という指針の別添（Annex）に、汚染物質の ML 設定のた

めの基準が書かれています。そのうち特に紹介したいのが、「汚染物質の

ML は、無理なく（合理的に）達成できる範囲でできるだけ低い水準で設定

する」という考え方で、英文（as low as reasonably achievable）の頭文字をとっ

て、ALARA（アララ）原則とよばれています。原文で詳しく見ると、下記

のようになります。

—① MLs shall be set as low as reasonably achievable.  ② Providing 

it is acceptable from the toxicological point of view, MLs shall be 

set at a level which is (slightly) higher than the normal range of 

variation in levels in foods that are produced with current adequate 

technological methods, in order to avoid undue disruptions of food 

production and trade.  ③ Where possible, MLs shall be based on 

GMP and/or GAP considerations in which the health concerns have 

been incorporated as a guiding principle to achieve contaminant 

levels as low as reasonably achievable.  ④ Foods that are evidently 

contaminated by local situations or processing conditions that can 

be avoided by reasonably achievable means shall be excluded in this 

evaluation, unless a higher ML can be shown to be acceptable from a 

public health point of view and appreciable economic aspects are at 

stake.

下線部①は上述の考え方を述べたものです。下線部②は、「消費者の健康

に問題がないという前提で、現在の技術で生産した場合にみられる変動の
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範囲より少しだけ高く ML を設定して、貿易や生産の不当な中断を避けるべ

きである」ことを述べています。下線部③は、「可能であれば、ML の決定

に当たっては、人の健康に対する懸念に配慮した GMP（適性製造規範）や

GAP（適性農業規範）をもとに考慮すべき」という内容です。下線部④は、「無

理なく回避できる性質のものであって、特定の地域的な要因や生産方法に

よって高い汚染実態が生じた場合の事例は、ML 決定の考察対象から外すべ

き」という内容です。

これらの具体的な解説を私なりにまとめてみました。まず、下線部③は、

GMP や GAP という生産方法を工夫することにより、食品に含まれる汚染物

質の量が減らせるならば（「無理なく達成できる」ならば）、そうした生産方

法を前提とした汚染物質の含有量を ML 決定の基礎にすべきということです。

④はやや複雑です。コーデックスで ML を決定する際に、各国は自国の食品

における汚染物質量のデータを調べ、それをもとに自国の ML の提案を行い

ます。もし対象となっている食品の主要生産国の特定地域で高い汚染値が出

るような場合は、その国の提案自体も高くなります。コーデックスは国際規

格であるため、そうした高い国の事情も考慮せざるを得ず、また、各国とも

自国の実態がコーデックス規格に反映されるよう努力するため、そうした特

定地域の高い水準は、コーデックスの ML を高くする要因になってしまいま

す。しかし、もしこうした高い汚染実態がその地域の特殊事情（気候・風土

など）が原因で発生しているような場合であって、その地域での生産を回避

したり対策を講じることにより汚染を減少させることが「無理なく達成でき

る」のであれば、そうした高い汚染実態のデータは考慮対象から除外すると

いうことです。例えば、魚における銅の ML を設定するに当たって、主要生

産国が海水に含まれる銅の濃度の高い地域で捕れた魚に含まれる銅のデータ

を ML 算定に入れると、その国の提案する ML は高くなり、コーデックスの

ML もその影響を受けて高くなることになります。しかし、銅の含有量が高
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い海域での漁業を規制したり、対策を講じることにより魚の生産・物流に影

響なく汚染値を低減できるようであれば、こうした高い汚染実態は、コーデッ

クスの ML 策定の考察から除外するということです。こう書くと、コーデッ

クスでは、汚染実態の高い国のデータに引っ張られて ML が高く設定されて

いるのか、という疑問を持たせてしまうかもしれませんが、健康への影響を

考え、暴露量（ML ×消費量）が ADI や PTWI の範囲内に収まる範囲で ML

を設定するという原則も一方で厳守されていることを強調しておきます。

この③と④は食品の汚染物質の含有量が「無理なく低減できる」手段があ

れば、そうした手段を用いて汚染物質の量を低くすることを奨励しています。

つまり、③は GAP・GMP という生産方法を採択することによる低減、④は

自然に高くなってしまうような特殊な生産地域や生産方法を避けることが

「無理なく達成できる（reasonably achievable）」のであれば、そうした特殊

事情による高いデータ（数値）を外して ML を考察しましょうということです。

では、下線部②はどうでしょうか。③と④では無理なくできるなら低く

することが強調されていますが、②では、「ML は、……少し高めに設定す

る」といった一見矛盾するような内容が示されています。これは、汚染物質

が農薬や食品添加物のように人為的に使用されるものではないため、残留量

の管理が農薬や食品添加物よりも困難であることを踏まえて（例えば、農薬

ならば、散布量や方法、出荷までの休止期間を管理することで残留量を減ら

すことができる）、人体に悪影響が及ばないという大前提を満たせば、現在

想定されている汚染量の上限より少しだけ高い値に ML を設定してもよいと

うたっています。その目的として、「貿易や生産が不当に妨げられないこと」

が挙げられます。つまり汚染物質の人的な管理は困難であり、なるべく ML

を低い数値にしようとするあまり、過去のデータの変動範囲に厳格に基づい

て ML を策定すると、あるとき自然条件により、汚染量の実態がそうした過

去のデータの変動範囲を超えてしまうことも起こり得ます。そうした場合、
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その食品の汚染物質の量がコーデックスの ML を超えてしまい、貿易や生産

が阻害されてしまうことになります。そこで、人の健康に影響を与えない範

囲で、ML を汚染実態の通常の範囲よりも少し高めに設定して、制御が困難

な汚染物の予期しない変動による事態に備えておこうというものです。これ

は、ALARA の「できるだけ低く」という原則に、汚染物質の性質を踏まえ

た現実的な対応が行える安全装置を設置したといえましょう。

以上は、コーデックスの GSCTF に記述されている ALARA 原則の考え方

を私なりに解釈したものですが、汚染物質と ALARA に関して、もう一つ特

殊な場合があります。汚染物質の中には、遺伝子に直接働きかけて変異を誘

発させるものがあります。こうした物質は、微量な暴露でも人体に影響が生

じる恐れがあり、どの程度までの摂取が安全であるかといった ADI や PTWI

のような指標は作れません。一番効果的な対応はこうした汚染物質を含んだ

食品を一切摂取しないこと（ゼロリスク）ですが、こうした物資を含有する

食品を食生活からすべて排除するのは非常に困難です。こうした場合、ML

をあまりにも低く設定すると生産もできなくなるため、食生活は崩壊します。

そこで、生産や消費といった活動に大きな支障を生じさせない範囲で（無理

のない範囲で）なるべく低い ML を設定するという原則が必要となるのです。

これは汚染物質に特有の問題です。

② 食品添加物部会（CCFA）

食品添加物とは、ご承知の通り、食品において様々な機能を果たす目的で

製造過程において添加する化学物質です。

a. CCFA の主たる業務

CCFA の業務は、食品中における食品添加物のリスク管理であり、そのた

めの手段として、食品添加物がその食品に許容される最大限の値である ML
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を策定してきました。ある添加物を使用する食品は複数存在するため、１つ

の添加物に対して複数の食品の ML が存在することになります。同時に、１

つの食品には複数の添加物が使われるので、１種類の食品に対して複数の添

加物の ML が存在するのです。つまり、食品と添加物の組み合わせは、膨大

な量となるため、作成した ML を集めた規格集は、電話帳のような様相を呈

します。

CCFA では、ML に加えて、CCFA が ML 策定の際の原則や手続き、更には

ML を作成する対象食品の分類表といったものまでを整理した体系的な規則

を定めています。これは「食品添加物に関する一般規格（GSFA）」とよばれ

ており、コーデックスにおける食品添加物の最も基本的な規格です。その構

成は、以下のようになっています。

・　 前文（preamble）：コーデックスにおける食品添加物の ML 策定の考

え方、手続きに関する原則等。例えば、ある添加物の ML がコーデッ

クス規格として GSFA に掲載されるためには、JECFA で安全性を審査

した添加物であること、つまりコーデックス規格の設定には、JECFA

で安全性が評価されていることが前提という内容や、ML は、食品に

おける添加物の使用が必要最小限度となるような製造法、すなわち「適

正製造規範（GMP）」に基づいて使用する量をもとにすることなどが

書かれています。　

・　 食品分類制度（Food Category System）：食品添加物の ML 設定の際

に用いられる食品分類です。

・　 第Ｉ表（Table I）：コーデックスで策定された食品添加物の ML を、

食品添加物ごとに掲載しています。

・　第 II 表（Table II）：同 ML を、食品ごとに分類しています。

・　 第 III 表（Table III）：JECFA のリスク評価の結果、その化学的特性や

使用実態から安全性には問題がないと判断され、そのため ML を策定

��



する必要がなく、GMP を遵守しさえすれば全ての食品に使用できる

と判断された食品添加物の一覧表です。

この GSFA とともに、重要な役割を果たすのが、「Class Names and International 

Numbering System (CAC/GL 36-1989)」という食品添加物の分類表とい

えるべきものです。これもコーデックス規格の一つですから、改訂には、

CCFA で議論して合意する必要があります。前半には、コーデックスにより

27 に分類された食品添加物の機能分類が記載されています。機能とは、食

品添加物の食品中の働きを意味し、具体的には、保存料、乳化剤、着色料、

ph 調整剤、甘味料、安定剤といったものです。

後半は、 個別の食品添加物一つ一つに与えられた「International Numbering 

System（INS）」という識別番号と、その添加物の機能が掲載された一覧表

になっています。この INS は、食品添加物を複雑な化学名で表記しなくても、

特定が可能となることを目的としてつけられました。例えば、次の例で登場

する「クエン酸イソプロピル」という食品添加物の INS は、「384」という

ような具合です。逆に「INS 384」と言えば、コーデックスの中では「クエ

ン酸イソプロピル」を示すことになるのです。

注意しなければいけないのは、この「Class Names and International Numbering 

System」に掲載されている食品添加物の全てが JECFA の安全性審査を受け

ているのではないということです。GSFA と異なり、ここに掲載されている

のは、あくまでも世界各国で使われている食品添加物の機能と識別番号の一

覧表です。この表に新たに食品添加物を追加する場合は、各国からの提案を

もとに、CCFA が議論を行い、その添加物の機能を特定して、INS を付与す

るという作業を行う必要があります。当然のことながら、機能に関する合意

がないとこの表には掲載されません。食品添加物が GSFA に掲載される（つ

まりコーデックス規格になる）ためには、JECFA の安全性審査以外にも、こ

の「Class Names and International Numbering System」に掲載されている
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ISOPROPYL CITRATES
483setarticlyporposI INS:

detpodAraeYsetoNleveLxaMyrogetaCdooFoNtaCdooF

antioxidant, preservative, sequestrantFunction:

5002gk/gm002stafdnaslioelbategeV2.1.20

1002gk/gm002staflaminarehtodna,liohsif,wollat,draL3.1.20

1002gk/gm001sdaerpsdednelbdnasdaerpstafyriad,sdaerpstaF2.2.20

1002gk/gm002detunimmoc,emagdna,yrtluop,taemhserF2.1.80

08.2.1.2 Cured (including salted) and dried non-heat treated
processed meat, poultry, and game products in whole
pieces or cuts

1002gk/gm002

08.3.1.2 Cured (including salted) and dried non-heat treated
processed comminuted meat, poultry, and game products

1002gk/gm002

14.1.4 Water-based flavoured drinks, including "sport," "energy," or
"electrolyte" drinks and particulated drinks

1002gk/gm002

表１ コーデックスの食品添加物の最大基準値の例 

（食品添加物に関する一般原則（GSFA）第Ⅰ表（Table I）） 

 

 

①添加物の名前（クエン酸イソプロピル）   

②INS 番号 
③食品名 

④添加物の機能 

⑤最大基準値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２　コーデックスの食品添加物の最大基準値の例



こと、すなわち、コーデックスで認定された添加物であることが求められる

のです。

では、GSFA の内容をより具体的にみていきましょう。表２は、GSFA の

「第Ｉ表（Table I）」にある ML の一例（クエン酸イソプロピルの場合）です。

それぞれの表題には次のような意味があります。

　①添加物の名前：この場合は「クエン酸イソプロピル」

　② INS：コーデックスの食品添加物の識別番号

　③ 食品名：ML が設定されている食品名（日常的名称でなく、前述の

GSFA にある「食品分類制度」中の食品名）

　④ 添加物の機能：コーデックスでは、この添加物に「酸化防止剤」や「保

存料」などの機能が認められていることを示しています。

　⑤ 最大基準値（ML）：その食品１kg 当たり、最大何 mg の食品添加物

が許容されるかを示しています。

食品添加物の最大基準値は、毎年のように新規の追加や改定が行われてお

り、そのつど GSFA も改定されます。CCCF と同様に、食品添加物のリスク

評価は JECFA が行います。JECFA は、CCFA の要請により、特定の食品添加

物の ADI の決定や暴露評価等によるリスク評価を行い、CCFA にその検討結

果を送付します。また、汚染物質の場合と同様に、CCFA の審議過程で、あ

る特定の食品添加物の暴露評価や科学的見地からの意見が必要になった場合

にも、CCFA が具体的な質問を作成して JECFA に検討を依頼することがあり

ます。両者は密接な関係にあり、CCFA の活動にとって JECFA は不可欠な存

在です。

b. 規格の策定へ

では、添加物の ML 策定過程を見ていきましょう。まず、JECFA が CCFA

から評価を要請された食品添加物のリスク評価を行います。JECFA は ADI
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を定め、その結果を CCFA に送ります。また、JECFA で審議を行うころには、

その添加物の ML の原案が各国から提案されている場合が多いため、JECFA

は、これらの情報をもとに、その食品添加物に関して設定されている ADI と、

各食品から摂取するその添加物の量（暴露量）との比較を行い、CCFA に各

国から提案されている ML が安全面で問題ないかについての確認も行います。

また、前述のとおり、リスク評価の結果、使用量や化学物質の特性からして

安全性に問題が生じないとみなされる食品添加物は、GMP に基づいて使用

するという前提で、ADI や ML の設定は必要ないと判断されることもありま

す。こうした添加物は GSFA の第 III 表に掲載されます。　　　

CCFA では、JECFA で設定された ADI を参照しつつ、各国から提案された

ML 案をもとに、個別食品ごとの ML を決定していきます。その際、食品の

製造過程でその食品添加物がどのように使用されるのか、本当に必要なのか

といった技術的側面と、どの程度の許容量であれば消費者の健康を確保でき

るかといった安全面との両面が考慮されることになっています。CCFA の議

場では、こうした諸問題に関する議論が行われます。

先に紹介した GSFA には、食品添加物の技術的な使用根拠を明らかにする

ことと、その食品添加物の摂取が ADI を超えないように配慮することが、コー

デックスの ML 設定の際の原則であると定められています。したがって、あ

る食品添加物を使用する技術的な根拠があいまいであったり、ML が高いと

判断される場合には、反対や修正案が出されたり、更には JECFA でその添

加物の暴露評価を行うよう決定が下されます。

③ 残留農薬部会（CCPR）

農薬の食品への残留による人体への悪影響が生じないよう、残留農薬の上

限値「MRL」を定めているのがこの部会です。毎年開催されるこの部会では、

多くの農薬の MRL が定められていきます。また、残留農薬に関する様々な
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表３ 農薬「Captan」の残留最大基準値（MRL）

問題についても議論しています。

a. MRL の策定過程

CCPR は、今までに多くの農薬の MRL を定めてきました。食品添加物と

同様、農薬は複数の作物に使用される場合があるため、ある一つの農薬に

関して、使用される作物ごとの MRL が定められることになります。例えば、

Captan という農薬の MRL は、表３のように定められています。

このように作物ごとの詳細な MRL を設定する目的は、様々な作物から摂

取される農薬の残留量の総計（暴露量）が、その農薬に設定された ADI4 を

超えないことを確保するためです。こうした一連の作業、すなわちその農薬

の毒性等を勘案して ADI を定め、更に使用することが想定される作物ごと
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4  農薬に関しては長期的な観点からの ADI 以外に、摂取してから 1 日程度の急性の毒性
を発生させないための摂取量の上限値である、Acute Reference Dose (ArD) という指標も
用いられる。

表３　農薬「Captan」の残留最大基準値（MRL）



に残留農薬の MRL を設定するという作業は、複雑な作業であり、多くのデー

タを収集し、専門家によって集中的に検討されて初めて導くことができるも

のです。したがって、コーデックスのような会合とは別の専門家による検討

体制が必要となってきます。そこで登場するのが、先ほどの CCFA や CCCF

が JECFA と密接に連携しながら活動しているのと同様に、FAO と WHO が

合同で開催する「残留農薬に関する専門家委員会（JMPR）」と呼ばれる会

合です。この JMPR は JECFA と同様、CCPR から評価を依頼された農薬のリ

スク評価を行い、ADI を決定します。一方で、その農薬の使用対象となる農

作物に残留する農薬量のデータを収集し、そこから作物ごとの MRL を算定

します。そして、各作物の農薬残留量の摂取の合計が、その農薬の ADI を

超えないということを消費量のデータも用いて確認したうえで、その MRL

を CCPR に提案します。

この過程で重要なのが、リスク評価を行うためのデータです。基本的には

農薬を開発した企業にデータの提供が求められます。農薬の ADI や作物ご

との MRL を求めるためには、その農薬の化学的な特性をはじめとして、動

物実験による毒性試験、農薬をその最も適切な使用方法（GAP）に基づいて

実際に圃場で散布して得られた残留量の実測値、更にはその農産物の消費量

といった多岐にわたる膨大なデータを集めて、リスク評価を行う必要があり

ます。農産物消費量のデータは、多くの場合、WHO のデータベースが用い

られます。

CCPR では、JMPR からの提案を各国の代表が議論し、必要に応じて修正

を加えたり、再度 JMPR にリスク評価を依頼したりすることにより、リス

ク管理者として最終的に MRL を決定し、総会の承認を得てコーデックス規

格とするのです。

CCPR では、毎回多くの農薬を議論してきました。これには新しく MRL

を定める農薬だけではなく、以前に MRL を設定したものを再度見直すとい
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う作業も含まれています。原則的に 10 年以上前に MRL を設定したような

農薬は、最新の農薬の使用実態や科学的知見を取り入れて再評価を行う「定

期的見直し（periodic review）」と呼ばれる作業の対象となります。この過

程でも、まず、JMPR が再評価のためのリスク評価を行い、最新のデータ

に基づいて、以前定めた MRL が適切かどうかの審査を行い、その結果を

CCPR に報告し、最終的には CCPR がコーデックスの専門部会としての決定

を行います。

b. CCPR の諸問題

こうした一連の農薬の MRL を決めるシステムですが、近年、そのやり方

を見直すべきという意見が提出されています。MRL ができるまでの時間が

かかりすぎるという問題や、せっかく作ったコーデックスの MRL を各国が

採択しない、更には、コーデックス規格が定期的見直しの過程で抹消され、

途上国では現に使われている農薬の国際規格が消滅してしまうという複数の

問題が提起されてきました。これらの問題提起の背景には以下のような事情

があるものと思われます。

農薬の MRL 設定の作業は、JMPR でリスク評価を行い、CCPR で議論し

ます。しかし、新規の農薬のみならず、以前設定した MRL の見直しという

膨大な作業を抱えるため、１年に１度しか開催されない JMPR にはそれを

こなしていくだけの余力がありません。また JMPR で審査されても、CCPR

の議論で、リスク評価に対して加盟国が自国のリスク評価と比較して異論を

唱える事態も生じるため、更に進展が遅くなります。

JMPR の現体制をみると、基本的に FAO と WHO が依頼する各国の専門

家が個人的に貢献する制度（各専門家は、多忙な本業の合間に、会合のため

の膨大な資料を用意し、それを読解して会議に備えている）に依存してい

るため、CCPR の作業量を十分に支えられるほどの制度や予算を備えていな
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いのが現状です。これに加えて、CCPR またはコーデックス総会でも同様に、

MRL 案に異論が出されて審議が戻されることもあり、MRL の設定にかなり

の年数がかかってしまうという事態も生じています。

CCPR の作業スピードを問題視する国は、以前にコーデックスで MRL を

設定した古い農薬と代替が可能で、安全性も向上し、使い勝手のよい新しい

農薬の MRL 設定の成立が遅れることにより、性能を向上させた新規農薬の

使用が進まないという矛盾を指摘します。

また、加盟国の中には、コーデックスで策定した残留農薬の MRL よりも

厳しい MRL を設定する例もあります。これには様々な背景があり、一概に

は言えませんが、農薬の使用実態やリスク評価方法の違い、データ解釈や消

費実態の違い等々が考えられます。各所で書いているように、WTO の SPS

協定には、「加盟国は、食品安全の国際規格として WTO の SPS 協定で位置

付けられたコーデックス規格が存在するときには、これを採用する」という

条文があるため、各国が、残留農薬の MRL を定める際にコーデックスを意

識していることは事実です。しかし、それでも、先に挙げた様々な理由から、

コーデックス規格と各国の MRL との違いが見られることもまた事実です。

このうち、新しく安全な農薬の MRL がなかなか策定されないという問題

は、2002 年頃から CCPR に提起され始め、その対策も提案されてきました。

当初出された提案は、新規の農薬で、より高い安全性を示すようなものに

ついては、自国でその MRL を策定している特定の加盟国の基準値を、コー

デックスの「暫定 MRL（Interim MRL）」として採択するというものでした。

CCPR では、いろいろと議論を行い、そのための作業グループまで作り、実

験的事業（Pilot Project）を実施しました。その結果、３つの農薬に関して、

４年間という一定期間だけ有効な「暫定 MRL」を 2005 年の総会で採択さ

せることに成功しました。しかし、こうした考えに対し一部の国に根強い懐

疑的見解（リスク評価とリスク管理の関係や既存のコーデックス手続きとの
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整合性）があったこと、作業グループの審査にあまりにも膨大な作業が伴う

こと、更には、かえって JMPR の作業が増大すること等の理由から、この

実験的事業は中止となりました。

それに代わり、CCPR で採択する手続の迅速化を図るとともに、新しく

より安全な農薬の MRL に関しては、各国が独自の MRL を策定する前に、

JMPR が自らの原案をもとに、各国の協力を得つつそれをコーデックス規格

として採択する方法も議論されています。この後者の考え方は、迅速化だけ

でなく、コーデックス規格と各国の規格の相違を解消するという効果が期待

されています。ただし、自国での議論より前に国際規格が決まってしまうと

いう事態には反対も多く予想されます。この案は、2008 年の部会に提案さ

れたばかりですので、今後、発展して新たな手続きとなるか、それとも反対

されて提案だけで終わるのかは、現時点では何とも言えません。

更に、CCPR や JMPR では農薬の再評価の過程で、リスク評価を行うため

に最新のデータを募集しますが、データの提供は開発企業に大きく依存して

いるため、そうした開発企業が、例えば収益性の問題などから、対象となる

農薬をもう販売する意思がないような場合には、データ提供の確約が取れな

いことがあります。こうしたデータの取得には、企業もそれなりの費用をか

けるわけですから、当然、販売を積極的に行わないような農薬に関しては、

莫大なコストをかけてまでデータを提出しないのは、企業の行動としては理

解できるところもあります。そのような場合には、コーデックスで科学的な

審査ができないことから、最終的に、以前設定したその農薬の MRL を削除

することになります。先進国の農家は、こうした企業の戦略にあわせて古い

農薬から新しい農薬に切り替えることも可能です。しかし途上国では、経済

的な理由から、新しい農薬への切り替えが進まず、そのまま古い農薬を使い

続けることがあるため、国際的な MRL の消滅が、貿易に大きな影響を及ぼ

し問題となることがあります。
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なお、途上国が強調している問題、すなわち、「途上国ではまだ使用され

ているが、先進国や農薬開発会社の関心が薄れた農薬のコーデックス MRL

が消滅し、国際規格がなくなってしまう」という問題は、コーデックスの外

の枠組み（「途上国の農薬に関するデータ作成能力への支援」という、FAO

や WHO の途上国支援事業の一環）で取り組むべきとの意見も出されていま

す。FAO は、こうした途上国のコーデックス規格の採用や、コーデックス

に対応するための様々な取り組みや食品安全体制の整備を支援する能力構築

事業（Capacity Building）を行っており、そうした事業で対処するのが最も

適切ではないかと FAO 側も指摘しています。いずれにしても、こうした「国

際規格と各国の規格の違いにどう対処するのか」という問題は、その要因や

影響を丁寧にみていく必要があり、私も、本件に関する研究を開始したとこ

ろです。

④ 食品衛生部会（CCFH）

「食品衛生部会（CCFH）」は、文字通り、食品衛生に関する様々な規格を

作成しています。そもそもこの「食品衛生」という概念は、「コーデックス

手続集」のなかの「定義」に、

  ”Food hygiene comprises conditions and measures necessary for the 

production, processing, storage and distribution of food designed to 

ensure a safe, sound, wholesome product fit for human consumption”

（食品衛生は、消費に適した、安全で健全かつ健康な製品を確実にするた

めに設定された生産、加工、貯蔵、流通で必要な条件と手段である） 

とあるように、食品の安全確保のための包括的な取り組みを示すものです

が、コーデックスの CCFH の議論の中心は、「人体に悪影響を及ぼす微生物

による食品汚染から生じるリスクをどう管理していくか」という議論が中心

となっています。
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a. 食品衛生に関する一般規則

CCFH で最も基本的な規格とされるのが、「食品衛生の一般原則規範

（Recommended International Code of General Principle of Food Hygiene）」

です。これは、次の 10 章から構成され、食品の生産から消費に至るすべて

の過程で、安全な食品を生産するための諸条件や、それを維持するために注

意すべき点をまとめたものです。

第一章　目的　

・ 食品の生産から消費までの全過程での食品衛生の原則を確認し、

HACCP を基礎とする対処方法を推薦し、原則の実施方法や指導を行

う。

第二章　範囲、使用と定義

・この指針の適用範囲や様々な専門用語の定義を列挙。

第三章　第一次生産段階

・ 農業のような第一次の生産段階での食品衛生上、配慮すべき点と取

り組みなど

第四章　施設：設計と設備

・ 食品衛生を確保するための食品加工施設・設備の設計、使用や工程

管理のあり方などを示す。

第五章　作業管理

・ 食品衛生を確保するため、食品加工の作業工程のどのような観点に

配慮するか。「付属文書（Annex）」にあるHACCPの使用の推奨など

第六章　施設：維持と衛生

・ 施設や設備の清掃・洗浄の行い方、危害生物の食品への影響の阻止

方法など

第七章　設備：作業員の衛生



・ 食品の生産を行う人間の清潔さを確保するための様々な観点と対策

を列挙

第八章　輸送　

・輸送中の食品衛生確保のための様々な観点と対策を列挙

第九章　生産物の情報と消費者意識

・ 生産物の安全な管理や事故の際の回収のための流通（川上から川下

まで）における情報伝達の重要性とそのあり方、更には消費者教育

を通じた食品情報に関する意識向上

第十章　訓練

付属文書　HACCP 制度とその適用のための指針

この指針は、文章で記述され、一つ一つは常識的に考えられるものが数多

くありますが、食品の生産から加工、流通、最終消費にいたるまでの各段階

に詳細な注意点が網羅されているため、一読で、食品を安全に扱うための最

も基本的な思考回路ができあがるようになっています。この一般原則規範

の「付属文書（Annex）」は、「HACCP 制度とその適用に関する指針」であり、

いわゆる HACCP の概要とそれを実際に制度化する際の手続きや注意点を記

述しています。

b. 微生物のリスク評価とリスク管理の指針

更に CCFH は、食中毒を生じさせる病原性微生物に対するリスクに適切に

対処するため、微生物のリスク評価やリスク管理に関する原則や指針を作成

しています。

リスク評価のあり方については、「微生物のリスク評価のための原則と

指針（Principles  and  Guidelines  for  the  Conduct  of  Microbiological  Risk 

Assessment）」という文書において、その微生物や毒性を特定する「危害要

��



因の特定（Hazard Identification）」、その微生物にどの程度暴露しているの

かを把握する「暴露評価（Exposure Assessment）」、更には「危害の判定性

（Hazard Characterization）」と「リスク判定（Risk Characterization）」という、

農薬などの化学物質と同様の手順によるリスク評価の行い方を示しています。

リスク管理のあり方に関しては、“Principles and Guidelines for the Conduct of 

Microbiological Risk Management” という指針を作成しています。これも、

他の化学物質に対するリスク管理の指針と似た構成となっており、それを踏

まえて、微生物特有のリスク管理を行う際に配慮すべき点が記述されていま

す。このリスク管理の指針の付属文書として、「微生物学的リスク管理の数

値指標（Guidance on Microbiological Risk Management Metrics）」という

指導書も最近作成されました。近年、病原性微生物の数と食中毒の発生の程

度を数量的に把握する手法が発達してきており、その結果、社会的に達成す

べき衛生水準（人口何人当たり食中毒発生割合をどの程度に抑えるべきか）

といった社会全体の公衆衛生の目標と、個別具体的な対象食品中の原因微生

物の水準が、数量的に関連付けられるようになってきたわけです。

公衆衛生の目標として、CCFHは、WTOのSPS協定にある「適切な保護水

準（Appropriate Level of Protection）」という概念を用いています。これは

そもそもSPS協定の用語で、各国がSPS措置で達成することを目標として設

定する「人や動植物の健康の水準」というものです。SPS協定は、動植物へ

の健康被害も対象としていますが、食品衛生に絞っていうならば、その国が

どの程度の衛生水準を達成目標とするのかということであり、もっとわかり

やすく言うならば、どの程度の水準の健康被害なら許容できるのか、という

ことです。例えば、「特定の病原性微生物による食中毒患者を、10万人あた

り何人にまで抑える」というような国全体の目標のようなもので、「この程

度の発生率までは受け入れざるを得ない」という水準を想定しています。当

然、こうした議論を聞くと、健康被害はゼロがいいに決まっているので、許
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容できる水準などない、という意見もあるとは思います。それはいわゆる

「ゼロリスク」を求める話であり、ここでの本質的な議論ではないので詳細

は省略しますが、食品衛生でゼロリスクを求めるというのはどんなに科学が

発達しても相当困難であり、そのために生じる社会的費用も膨大となり、逆

に生産や流通に著しい支障も生じてしまうので、可能な限り少なくするとい

うのが基本的な考え方だと思います。この適切な保護水準（ALOP）は、別

の言い方では「受け入れ可能なリスク」という言葉で表現され、SPS協定に

よって、様々な条件がついているものの、各国が定めるべきものという位置

づけになっています。

この、社会全体の公衆衛生上の目標ともいえるべき性質の ALOP を達成

するために、個々の具体的な食品の消費段階で管理すべき微生物の水準が、 

「食品安全目標（Food Safety Objective, FSO）」とよばれる指標です。これは、

ある特定の微生物による健康被害発生率と、その食品の消費段階で存在する

微生物の量の関係を科学的研究を踏まえて数量的に把握したものです。科学

的なデータをもとに、横軸に微生物の量、縦軸に健康被害発生率をとってグ

ラフ化すると、一般的に微生物の量が増えるほど被害も増えるという右肩上

がりの曲線になります。このように正確な数量的関係の把握が可能となると、

次のようなことが可能となります。つまり、タテ軸である被害発生率をその

社会として受け入れられる ALOP として考えれば、特定の ALOP が定まれば、

これを発生させる微生物の食品中の量が特定できることになります。つまり、

FSO は、ALOP（すなわちこの場合には、その社会が許容できる健康被害発

生率）という社会的なマクロの指標を、生産者や行政担当者が管理可能な「食

品ごとの具体的な微生物数」というミクロの指標に変換したものということ

ができます。指針では、この FSO は ALOP 同様、各国が設定すべきものと

の立場を明確にしています。

FSO は、消費する段階での微生物の水準値なので、食品の生産、流通、貯
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蔵といった各段階での微生物の水準は当然異なったものとなります。食品

の安全確保により効果的なのは、微生物の水準を消費段階での管理ではな

く、その川上の生産、加工、流通という過程での管理により、最終消費段階

で FSO を達成することです。こうした考え方から、FSO をもとに、それぞ

れの段階で達成すべき食品中の微生物の水準値を設定したものが「達成目標

値（Performance Objective, PO）」と呼ばれています。

以上の、ALOP、FSO、PO といった数量的な衛生管理は、当然、裏付けと

なるしっかりとした科学的知見とこれらの指標間の関係を明確に描けるデー

タや技術がなければ可能とはなりません。そのため、「微生物学的リスク管

理 の 数 値 指 標（Guidance on Microbiological Risk Management Metrics）」

には、数的指標を用いたリスク管理はまだ黎明期であり、常に適切な方法と

は限らないという、本手法の限界に言及した部分もあります。現時点での実

効性を測りかねるところはありますが、こうした分野の研究の進展によって

は、将来的に微生物の数的リスク管理も導入されてくることが予想できます。

c. 個別具体的な食品衛生指針

CCFH は、個別具体的な食品に特有な微生物のリスク管理を指導するため

の指針の作成も行っています。具体的な例としては、以下のようなものがあ

ります。

・ビン詰食品や容器入り飲料水の衛生実施規範

・ 大規模な食料提供業種における事前調理・調理済み食品の衛生実施規範

・生鮮果実、野菜のための衛生実施規範

・生乳と乳製品のための衛生実施規範

・卵と卵製品の衛生実施規範

・ 食品のリステリアモノサイトジェネシス5 への食品衛生原則適用に関
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5　いわゆるリステリア菌（筆者注）



する指針

それぞれ多数あり、内容も複雑なので、実物の閲覧をお薦めします。

d. 専門家委員会

CCFH で策定される規格作成のための根拠となる科学的裏づけを提供する

のが、「FAO/WHO 合同微生物リスク評価委員会（JEMRA）」とよばれる組

織です。これは、JECFA や JMPR と同じような、FAO と WHO が合同で運

営する専門家委員会です。CCFH もこうした科学的知見を提供する組織の存

在なくしては活動できないのです。

⑤ 食品残留動物用医薬品部会（CCRVDF）

家畜の病気治療や予防、寄生虫などの駆除、さらには成長促進といった目

的で使用される動物医薬品が食品に残留する可能性もあります。そのため本

部会は、食品中の残留動物医薬品の MRL を定め、残留動物医薬品が人体に

悪影響を及ぼさないように管理する作業を行ってきました。この部会に科学

的な専門意見を提供しているのが CCCF や CCFA の説明でも登場した JECFA

です。JECFA は、こうして、動物用の医薬品に関しても、リスク評価を行い、

ADI や MRL を CCRVDF に提案しているのです。

食品添加物の ML が使用される食品ごとに、農薬の MRL が農薬の使用対

象となる作物ごとに設定されるのと同様に、動物医薬品の MRL も動物ごと

に、さらには「筋肉」「肝臓」「腎臓」「脂肪と皮」「乳」（当然、乳製品が食

される動物のみ）、「卵」といった部位ごとに設定されます。表４は、動物医

薬品の MRL の例です。国によっては、対象動物や部位、MRL の数値までも

が、コーデックス規格とは異なることがあります。つまり、その国で使用さ

れない動物には設定されませんし、食用にならない部位については設定され

ないということです。
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この部会で関心の高い問題点は、各国では使用されているものの、様々な

理由でコーデックスの ADI や MRL が設定されない動物用医薬品をどう扱う

かということです。ADI や MRL が設定されていないと、どのような問題が

発生するのでしょうか？　一般論として、国際規格として MRL が存在して

いなければ、各国は統一した対応をとることが困難であり、その結果、各

国が個別に決める MRL が、現実の貿易に適用されるということになります。

つまり、途上国の輸出品に対して先進国の厳しい MRL が適用され、途上国

の輸出に支障が生じることも考えられます。

この国際的な MRL が存在しないという問題は、2001 年から 2002 年に

かけて、アジア諸国の EU 向け畜産物や水産物（鶏肉やエビなど）から、EU

で禁止されているクロラムフェニコールやニトロフランといった抗生物質

が検出され、これらの国から EU への輸出

ができなくなったという事件に端を発して

います。クロラムフェニコールは、JECFA

の審査で遺伝子毒性の発ガン物質であると

されたことから ADI の策定が行われませ

んでした。その結果、コーデックスでもク

ロラムフェニコールの MRL は策定されて

いません。つまり国際的な MRL が存在し

ない状態になったのです。EU は、クロラ

ムフェニコールの動物用医薬品としての使

用を禁止し、これが検出された畜産物の輸

入を禁止する厳しい措置を取りました。こ

れに対して、自国の生産物の EU 向け輸入

が停止される事態となったアジアの生産国

は、自国内でもこの薬品を禁止する措置
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を取りました。しかし、その後も EU の輸入時の検査で検出される例が続き、

輸出が停止するなどの影響を受けたのです。アジアの国々は、薬品の検出は

過去に使用した薬品成分が環境拡散を起こした結果、意図せざる微量の残留

が起こり、それを EU が途上国では装備できないような高性能の検出装置に

よって発見した結果であるとの主張を行うようになりました。その微量ゆえ

にリスクはほとんどないにもかかわらず、リスクの状態とは無関係に輸出を

止められることは不当であると訴えました。つまり、検出技術の格段の進歩

により、生産国でも禁止されているはずのものが輸入国である EU で検出さ

れ、そして輸出が止まるという事態になってしまったのです。これに対して

アジアの国々は、国際的な MRL（コーデックスの MRL）が設定されていれば、

EU が健康に影響がないと思われる低水準の検出で輸入を停止するような事

態を避けることができたと主張しました。一方、EU は、こうした JECFA の

審査で人体に影響があると判断され、ADI が設定されず、MRL も策定され

なかったような危険な動物医薬品に対する規制のあり方を議論すべきである

と主張したのです。つまり同じ問題に対して両者が異なる対応を求めたので

す。しかし、JECFA やコーデックスには、農薬や動物医薬品そのものの登

録を行う機能はありません。したがって、JECFA で危険だと判断されても、

MRL の国際規格を作る作業を中止するのみで、こうした薬品の使用を禁ず

る制度は確立していないのが実情です。この問題は、2004 年の JECFA でも

審議されましたが、解決に至らず、2004 年８月にタイで FAO と WHO の「ADI

や MRL のない動物医薬品に関する技術会合」という専門家会議が開催され、

今後解決すべき課題を、CCRVDF に提案しました。

この会合では、冒頭に紹介した「コーデックス規格として ADI や MRL が

策定されている動物医薬品の数が、実際に各国で使用されている数より少

なく、その結果、こうした国際規格の存在しない動物医薬品に関して途上

国の輸出に先進国の厳しい規格が適用されてしまう」という問題が主題と
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して据えられ、議論の発端となったクロラムフェニコールのような薬品の管

理問題とはやや異なった議論の展開となったようです。しかし、これこそが

CCRVDF の直面する本質的な課題でもあります。

その後の CCRVDF で、更にこの問題が議論され、本質的な解決に向けて

の検討が行われているようです。これは、使用頻度が高い重要な動物医薬品

を優先的に審査する制度を強化する方向で動いているものと思われます。し

かし、その根本には、リスク評価すべき動物医薬品の数に比べて、JECFA の

開催数が少ないという構造的な要因が存在すると思います。

⑥ 食品表示部会（CCFL）

食品表示部会は食品表示という品目横断的な問題を扱う一般部会で、今ま

でに多くの規格を策定しています。しかしその一方で、食品表示に関する議

論は、消費者にどのような情報を提供するのかという各国の文化や価値観に

根ざした側面があるため、合意が困難なケースも多く生じてきました。

a. CCFL が策定した表示規格の例 6

包装食品の表示に関する一般規格（Codex Stan 1-1985）

この部会が策定した食品表示に関する基本的かつ代表的なものが「包装食

品の表示に関する一般規格」と呼ばれる規格です。これは包装された食品の

表示に関する規則であり、特徴は主に、表示は消費者の食品に関する誤認を

生じさせないようにすべきとの原則が基本となっていること、義務的表示事

項として「食品の名称、原材料名、食品添加物名、アレルギー源、内容量、

生産者の情報、省略により誤認が生じる場合の原産地国名、食品の保持期限

（best before ～という表記）、特徴的な原料を強調した場合の原料の重量比
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率、放射線照射処置の場合はその旨明記」などを規定していることが挙げら

れます。

栄養・健康強調表示の使用のための指針（CAC/GL 23-1997）

食品中の特定の栄養素の存在量の特徴の表示（例えば、「低カロリ－」や「低

脂肪」）、また、特定の栄養素の量の相対的な量の表示（例えば、「減塩」や「蛋白

質増」）などを「栄養強調表示（nutrition claim）」と称します。また、ある食品や

栄養素が健康増進に貢献することの表示を「健康強調表示（health claim）」と

称します。この指針はこれらの表示条件や表示内容を定めたものです。

指針の内容はかなり複雑多岐で紹介しきれませんが、例えば「栄養強調表

示」では、ある栄養素の量が多い・少ないという表記を行うための技術的・

具体的な基準が別表で示されています。「低脂肪」という表示を例にとると、

固体食品 100g 中の脂肪量が３g 以下と決められています。「健康強調表示」

の場合には、科学的な裏づけが必要とされています。

有機農産物の生産、加工、表示、販売に関する規格（CAC/GL 32-1999）

コーデックスでの有機農産物の規格はこの部会が策定しました。規格は８

つの章と３つの付表から成る膨大なもので、付表２には有機農産物の生産で

許容される物質の詳細なリストまで備えています。

b. 最近の主な議論の動向

遺伝子組換え食品の表示

遺伝子組換え食品の表示をめぐっては、すでに 10 年以上この部会で議論

されていますが、各国の対立が解消される気配はありません。最大の対立点

は、遺伝子組換え技術によって生産された農産物や食品の表示を義務化すべ

きか否かという点です。米国、カナダ、アルゼンチン、タイ、メキシコ等は、
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7　日本は、遺伝子や組換え遺伝子から作られるたんぱく質が加工過程で分解されるよう
な加工食品への表示は免除するとの立場をとっている。

遺伝子組換えによって栄養組成を変化させた農産物（例えば、オレイン酸の

組成を高めた高オレイン酸大豆など）に関しては、従来の農産物とは異なる

ため、遺伝子組換え農産物である旨の表示を義務化することは認めています。

しかしその一方で、現在、生産・流通の大部分を占める従来型の組換え農産

物（農薬耐性大豆等）に関しては、遺伝子組換え技術は生産過程に使用され

ただけであり、最終生産物はこれまでの農産物と変わらないとの認識を示し、

表示の義務化には反対しています。また、安全性を確認して市場に出された

ものにあえて「遺伝子組換え」という表示を行うことは消費者の誤解を招き

不適切とも主張しています。それに対して、EU およびわが国や、インドな

ど一部の途上国は、「消費者への情報提供」という観点から、遺伝子組換え

食品である旨を表示すべきと主張してきました 7。この基本的な対立は今日

まで続いています。

原材料の重量表示（QUID）

原材料の重量比率は「包装食品の表示に関する一般規格」で、食品中の特

定の原材料の存在を強調する場合にはその原材料の重量比を表示することに

なっていますが、この規則の適用範囲を「全ての原材料」に拡大すべきとい

う提案が行われ、作業が開始されました。当初は、網羅的に表示する必要性

や、少ない表示面積に多くの原材料を記載する実行可能性、原料比率が変化

する度に表示を変えることによるコスト増、企業秘密の存在等といった観点

から根強い反対があり、議論は進展しなかったのですが、より現実的な案を

土台にした提案が行われ、ついに合意に達することに成功しました。
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原産地国表示

「包装食品の表示に関する一般規格」では、「原産地国の表示がないことに

より消費者の誤認が生じる場合には、原産地国を表示すべき」という規定が

既に存在しています。こうした条件付きの適用ではなく、原産地国表示を全

ての場合に行うよう規定を改正すべきとの提案が出され、表示部会や総会で

も数回議論が行われましたが、策定作業を行うか否かで大論争となり、結局

作業開始の合意には至りませんでした。

⑷ 特別部会

バイオテクノロジー応用食品特別部会（CTFBT）

これは４年間という期間に限って活動する特別部会（Task Force）として

発足しました。日本が開催国となった初のコーデックスの会議です。日本が

開催国となった経緯は、遺伝子組換えの議論で米国と EU 諸国の対立が激し

く、結局、その中間的立場の日本に期待が高まったことが大きな背景である

と聞いています。初回は 2000 年の３月でした。当時は、遺伝子組換え食品

に対する国内の風当たりが強く、会場となった幕張メッセ（千葉県）周辺には、

遺伝子組換え食品に反対する NGO の方々が多くつめかけ、ビラをまくなど

の反対行動がみられました。、そのため、会場を大勢の警備関係者が取り囲み、

会議場の入り口には金属探知機が設けられ、更に手荷物検査まで行われると

いう物々しさでした。

第１回目は主として、どのような文書を作成するかを議論しました。あら

ゆる種類の遺伝子組換え食品に適用可能な「リスク分析の原則」をまとめた

文書を策定することや、更に具体的に、「植物由来の遺伝子組換え食品のリ

スク評価指針」を作ることで合意しました。前者は遺伝子組換え食品のリ

スク分析に関する文書で、リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケー

ションをどのように行うべきかといった大原則論をまとめたものです。特
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に、遺伝子組み換え食品の安全性については、比較対象となる食品を設定し

て、それとの相違点を中心に評価するという原則を確認しました。これは、

OECD（経済協力開発機構）を中心に議論されていた「実質的同等性」とよ

ばれていた原則です。一方、当時は「実質的同等性を確認することが遺伝子

組換え食品の安全性の評価」という考え方もあり、これも一部で「実質的同

等性の原則」と呼ばれていたのですが、コーデックスでは、「実質的同等性

を確認して、そこから安全性の評価が始まる」という考え方を採択しまし

た。そのため最近では、実質的同等性という用語は使わずに、「比較的手法」

（comparative approach）という呼び方を使う場合も多くなっています。

初回の会合では、フランスを中心とする EU 諸国が、遺伝子組換え食品の

トレーサビリティに関する原則をリスク分析原則の文書に盛り込むよう強固

に主張したため、ここで米国と鋭く対立し、議論が白熱しました。EU 諸国は、

その後に EU で導入された遺伝子組換え食品のトレーサビリティ制度をコー

デックスの制度として認めさせ、国際規格として遺伝子組換え食品の輸出国

であった米国にトレーサビリティを導入させようとの思惑があったのではな

いかと思われます。当然、米国やカナダなどはこれに反対しました。　

2000 年から 2003 年までに４回開催されたこの CTFBT では、「遺伝子組

換え食品のリスク評価の原則」、「植物由来の遺伝子組換え食品の安全性評価

を行うための指針」、「遺伝子組換え微生物の安全性評価を行うための指針」

という文書を作成することに成功しました。これらは、原則や指針であり、

他のコーデックスが定めた指針と同様に、各国がこれをそのまま、もしくは

基礎にして、国内の遺伝子組換えの安全性審査の体制を整備することを期待

するものです。よく、特定の遺伝子組換え食品の安全性を審査したものと誤

解されるのですが、そうではありません。

この植物由来の遺伝子組換え食品の指針をよく見ると、日本の厚生省が策

定した遺伝子組換え食品の安全性審査のための詳細な規則の内容が随所に盛
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り込まれていることに気がつきます。そうした意味では、日本は国際規格に

自国の制度を反映させることにある程度成功したのではないかと思われます。

この遺伝子組換え食品の特別部会は、当初予定した業務の終了にともない

廃止されましたが、2005 年に再び設置され、2006 年、2007 年と 3 回ほ

ど審議を行い、「遺伝子組換え動物の安全性評価を行うための指針」などを

作成して、活動を終了しています。

⑸ 個別食品の規格を策定する部会

これまでは、残留農薬の規格、食品添加物の規格、表示の規格といった食

品の種類に関係なく品目横断的に適用される規格の策定部会を紹介してきま

したが、今度は、「牛乳・乳製品部会」「油脂部会」「加工野菜・果実部会」

のような個別の食品規格を策定する部会を扱います。このような部会が作る

規格は、必然的に個別具体的な食品の名称を有した規格となります。例えば、

牛乳・乳製品部会は「ゴーダチーズの規格」、油脂部会は「オリーブ油の規格」

というような規格を策定しています。個別の食品部会は、表５にあるように、

当面の規格作りを終了させ休会となっている部会も多くあります。

さらに、こうした食品部会では、単に個々の食品規格だけでなく、その食

品の製造や管理に関する指針なども策定しています。例えば、加工果実・野

菜部会では、野菜や果実の缶詰・乾燥品を作る際の衛生管理に関する指針を

策定しており、他の部会でも同様に各種指針を作成しています。

① 食品規格の分類

コーデックス規格が作られている食品は食品全体の一部ですが、それでも

かなりの数にのぼります。今までに策定した個別の食品規格は、コーデック

ス委員会のホームページにある既存の規格の一覧表 8 から入手することがで
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きます。例えば一覧表（表６）の左の欄に「CODEX STAN」と表記された規

格の大部分が個別の食品規格です。そのすぐ右の欄にある数字は規格の番号

で、さらにその右横にあるのがこの規格の作成年です。作成された年号から

わかるように、大半の食品規格は 90 年代半ば以前のものですが、これらは、

策定後も改定を行うため、内容が変化しています。例えば、チーズの規格の

多くはかなり以前に策定されたのですが、2007 年 7 月のコーデックス総会

で改定案が採択されました。また、少しずつではありますが、新しい規格も
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表７　個別食品規格の様式
項　　目 内　　容 備　　考

Scope その食品規格が対象とする範囲 通常は簡略な記述。区分けを明確にする内容

Description その食品がどのようなものである
のかに関する定義・説明

食品を特徴づける原料、製法、形状、種類等を
簡略にまとめたものが多い

Essential Component 
and Quality Factors

その食品に不可欠な原材料や、特
徴的な成分に関する技術的な指標 技術的な数値指標が記入される場合が多い

Food Additives その食品を製造するのに必要な食
品添加物と最大使用値 添加物と最大値の一覧表

Contaminants 汚染物質に関する取り決め コーデックス規格である「汚染物質に関する規
格に従うべし」との簡略な規定ぶりが多い

Hygiene その食品の衛生に関する取り決め コーデックス指針である「食品衛生の行動指針
に従うべし」との簡略な規定ぶりが多い

Weights and 
Measures 重量と計量に関する取り決め 省略される場合もある

Labelling 表示に関する取り決め コーデックス規格である「包装食品表示の一般規則に従うべし」と
の規定に加え、その食品独自の表示規定も追加されることもある

Methods of Analysis 
and Sampling

上記食品の特徴的な成分指標を分
析するための分析法

国際的に認定されている分析法の場合には、そ
の分析法を掲載

毎年策定されています。

さて、既存の個別の食品規格を種類ごとに分類してみると、表５にあると

おり、野菜と果実に関する規格が最も多いことが判明しました 9。オレンジ、

パイナップル、マンゴーといった生鮮品もさることながら、それ以上に数が

多いのが、冷凍ブロッコリーのような冷凍品や缶詰などの加工品です（キム

チのような漬物も含む）。野菜・果実の次に多いのが、多くの種類を持つチー

ズを擁する乳製品で、そのあとに穀物・豆類製品、水産製品、油脂製品、食

肉製品と続きます。

② 規格設定の基準

コーデックスで新規に食品規格を作成する提案は、まず担当部会から提起

され、それを執行理事会が審査します。執行理事会はその意見を総会に送

り、総会が最終的に決定して初めて担当部会での作業が開始されます。この
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表 7　個別食品規格の様式

9　あくまで筆者の行った分類で、公式にはこのような分類は存在しません。



審査では、その食品の生産量・消費量・貿易量等が十分にあるか、コーデッ

クスを策定しないと各国で個別の規格が作られ貿易に支障をきたす恐れがあ

るか、といった諸基準との適合性を考慮し、更に、コーデックスの長期戦略

目標、規格作成の目的、途上国の必要性等をも含めた総合的判断が下される

ことになっています。しかし、こうした審査は最近開始されたものであるた

め、以前作成された規格の中には適切に判断されたのかと首をかしげたく

なるものもみられます。例えば、規格226番に「ケープグースベリーの規格

（CODEXSTANDARD FOR CAPE GOOSEBERRY）」という日本名「シマホオズ

キ」と呼ばれる食用ホオズキの規格があります。この食品は、欧米では料理

に使うものの、他の地域でどの程度の利用があるのかは疑問です。 

③ 規格の様式

食品の規格に関して、コーデックス委員会では安全性のみを議論している

と思われがちですが、個別の食品規格に関する部会では、品質的な特徴（そ

の食品がどのようなものであり、どのような技術的特性で、どのような原材

料か）が議論の中心となります。規格様式は、表７に沿ってなるべく統一す

るよう定められています。食品規格には、食品添加物の一覧がついている規

格がありますが、最近は、コーデックスにおける食品添加物の規格は前出の

食品添加物の一般規格（GSFA）に統一する動きがあるため、個別の食品規

格では、「食品添加物に関しては GSFA に掲載」という簡単な扱いにとどま

る例が増えています。

④ 個別の食品規格策定の意義

他のコーデックスの規格、すなわち残留農薬の基準値などの規格は、消費

者の安全性を確保しつつ、それを国際的に統一することにより貿易の障壁に

ならないようにする効果があることは明確ですが、個別の食品ごとの国際規
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格を策定する意義にはどのようなものがあるのでしょうか。この興味ある問

題は、実証が困難な面もあり、明確な回答は示されていません。しかし、あ

くまでも筆者の考えですが、以下のようなものがあると思います。

a. 貿易の円滑化

輸出国（A国）と輸入国（B国）の同じ食品に関する技術的な規格（すな

わち本稿で取り上げているような食品定義・性質・品質等の規格）が異なる

ことが原因で、貿易に支障が生じる場合を想定しましょう。このような事態

は、食品規格がそれぞれの国で定められているために、結果同じ食品であっ

てもA国の食品がB国では異なる商品として扱われるような状況で発生しま

す。つまり、A国の輸出品がB国内において「本来の名称では販売できない」

という支障が生じ、食品に関する規格自体が貿易障壁となってしまうわけで

す。そこで、食品の規格を国際的に統一し、A国もB国もその国際規格を受

け入れれば、円滑な貿易が可能となります。このように貿易障壁を取り除き、

貿易を促進させる効果が、食品の国際規格を策定する意義として考えられま

す。これによって、輸出側は輸出の促進効果も期待できることになります。

実は、このような事態を想定し、問題解決のための国際的な枠組みがすで

に存在しています。それが WTO の TBT 協定です。この協定では、各国が

法律で策定を義務づけている技術的な規格に関しては、国際規格（例えば、

この場合ではコーデックスの食品規格）が存在する場合には、国際規格を基

本として国内規格を設定しなければならないということになっています。

実際に、次のような問題が発生しました。ペルーがイワシ缶詰を EU に輸

出しようとした際、EU 域内の規則がこの缶詰に使われていたイワシの種類

をイワシとして認めていなかったことから、EU 域内での販売ができなくなっ

てしまいました。EU の言い分は、この缶詰に使用されているペルー産の魚は、

イワシに似てはいるものの異なる魚種であり、消費者の混乱を防止するため
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にとった措置だというものでした。この問題は、WTO の紛争処理手続き（パ

ネル）に委ねられました。つまり、ペルーが EU を WTO の TBT 協定違反と

して訴えたのです。争点は、このイワシ缶詰に関連する国際規則があるか否

か、もしあるならば、EU の措置はそれに基づいているのかという点でした。

その結果、当時すでに制定されていた「コーデックスのイワシ缶詰に関する

規格」が該当の国際規格としてパネルに認定され、そのコーデックス規格で

はペルーが主張していた種類のイワシを使用した缶詰もイワシ缶詰として位

置づけられていたため、EU はその域内規則が国際規格に基づいていないと

いう理由で敗訴し、規則を改定せざるをえないことになったのです。

b. 食品の本来の姿の恒久的定着化

海外に行った方は、世界のあちこちで日本食レストランがあり、見たこと

もないような料理が日本料理と称されているのを目にしたことがあると思い

ます。それと同様に、ある食品の生産が世界的に広まると、やがて同じ名称

であっても本来の姿とは異なる食品が製造される場合があります。これを放

置しておくと、その食品の本来の姿が曖昧になったり、本来とは異なるもの

が逆に主流になったりと、その食品の製造業者や伝統的な食品を愛用してき

た消費者にはあまり好ましくない事態となり、ひいてはその食品全体の印象

までも悪化させることが予想されます。国際規格を策定する意義のもう一つ

には、このような食品の本来の姿を文書で明確に規定し、それを国際的に合

意する事によりその食品の伝統的姿や本来持つべき性質を恒久的に定着化さ

せる効果への期待があるのではないでしょうか。これは同時に、規格化され

るその食品に関する消費者の混乱を防ぎ、場合によっては偽物をも排除でき

るという意味で、消費者の利益確保という効果も期待できます。　

一方で、規格策定作業において自分たちの技術的特性をコーデックス規格

に反映させ、他国の製造業者を排除したり、より優位な立場に立とうとする
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動機が一部に働いている可能性も否定できないと思います。

c. 食品に対する「国際規格」という権威付け

これは以上の諸仮説の中で最も筆者の推測の部分が大きいのですが、コー

デックス規格を作ることで、その食品が国際的に認知されたという感覚を抱く

雰囲気を感じた時がありました。ある国の食品産業界の資料で「わが国伝統の

○○食品がコーデックス規格として成立しており、今や世界的にも認知されて

いる」という趣旨の説明を読んだ記憶があります。最近、アジアの地域部会から、

伝統的な食品の規格を作ろうとする提案が多く出されていますが、これには商

業上の利益に加えてこのような背景もあることを感じざるを得ません。

⑹ 地域総会

２年に一度開催される地域総会は、各地域の問題を話し合う場とされてい

ますが、その地域により、議論される課題が地域色を帯びてくる傾向にあり

ます。地域総会は、総会で選出される「地域調整国」が開催するもので、例

えば私が事務局の時のアジアの調整国はマレーシアでしたが、その後韓国を

経て、今はインドになっています。アジア地域調整部会は、個別の食品の規

格に関する議論が多いことで有名です。今までにも「キムチ」や「即席麺」

の規格がアジア部会から提案され、国際規格となりました。その後、コチュ

ジャン、朝鮮ニンジン、発酵大豆製品（味噌）、豆腐などの非発酵大豆製品

等の規格案が議論されてきました。こうした背景には、既存のコーデックス

規格に欧米の食品が多いため、豊かな食文化をほこるアジアの食品も国際規

格にすべしといった考えがあるようです。しかし、こうした意図とは裏腹に、

最近のアジア部会で議論されている個別の食品規格は、国際規格ではなくア

ジア地域の規格として制定すべき、と総会で決定されました。
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第３章　コーデックスの包括的考察

１　コ－デックスを支える FAO と WHO の合同専門家会合

既に最初の章でご紹介しましたが、食品添加物、食品汚染物質、食品衛生、

残留動物医薬品、残留農薬といったような食品の安全性を議論している部会

では、科学的なデータや情報が不可欠です。食品添加物、汚染物質、動物医

薬品、農薬といった化学物質は食品の消費を通じて人体に取り込まれていく

のですが、コーデックスの各部会では、食品におけるこれらの化学物質の許

容できる上限値を設定することにより、健康への影響が生じないようにして

いるのです。この上限値は、既に紹介した通り、食品添加物や汚染物質では、

「最大基準値（ML）」であり、農薬や動物医薬品の場合には「最大残留基準

値（MRL）」）と呼ばれています。

⑴ リスク評価の過程　

a. 危害要因の特定

このような食品に対する特定の化学物質の最大値を設定する過程で、当然

のことながら様々な科学的な情報が必要となっていきます。まず、そもそも

食品添加物、汚染物質、動物医薬品、農薬といった化学物質がどのような影

響を人体に及ぼすのかという話から出発する必要があります（この作業を、

① Hazard Identification すなわち「危害要因の特定」と称します )。それは

それらの化学物質が人体にどのような影響を及ぼすかに関する情報や、動物

に化学物質を投与する実験（動物実験）の結果など、様々な情報を用いて考

察されます。

b. 危害要因の判定
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次にそうした悪影響がどの程度の量で発生するのかという定量的な分析が

行われます（② Risk Characterization 危害要因の判定）。簡単に言うと、動

物への長期（動物の生涯に相当する期間）にわたる化学物質の投入量と危害

の発生程度との関係を観察し、横軸に化学物質投与量を、縦軸に悪影響の

発生状態を数量化したもの（発生率など）を設定し、両者の関係を示した

グラフを作成します。図２で示されるこのグラフは、「用量反応曲線（dose-

response curve）」と呼ばれます。このグラフから、健康への被害が発生し

ない化学物質投入量の最大値を特定します。これが図中のＡで示される点

です。つまりこの化学物質を生涯摂取しても健康被害が生じない最大量とい

うことになります。この動物実験から得られた、健康被害を生じない最大量

を「無毒性量（NOAEL）」と言います。また、場合によっては、健康被害で

はなく、化学物質への反応を示さない最大投与量という意味の「無作用量

（NOEL）」という指標も用います。つまり、実験動物はこの量の以下の摂取

であれば、一生の間この化学物質を摂取し続けても危害が生じないというこ

とです。この NOEL、NOAEL は「閾値（threshold）」と呼ばれています。こ

の指標は、多くの場合動物実験をもとに算出されるため、安全係数という特
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定の係数を使って人間に適用する値に変換します。この安全係数には、動物

と人間の違いを考慮して 10 という数値を、更に個人間の違いも 10 を想定

し、10 × 10 ＝ 100 という指標を用いています。更に、NOAEL や NOEL を

100 で割り、その数値を以下で説明する ADI として、人間に適用するのです。

この安全係数には、通常 100 が使われるのですが、データが不十分であっ

たり、健康被害の種類によっては 500、更には 1,000 というような大きな

値も使われます。

こうして、「１日当たり許容摂取量（ADI） 」または一部の汚染物質のように、

自然に食品に含まれてしまう汚染物質で体内での蓄積が生じるものには「１

週間許容摂取量（PTWI）」）が導かれます。以下重複になりますが、その意

味は、人間がその化学物質を一生摂取しても安全を確保できる１日当たり（１

週間当たり）の最大摂取量」ということです。理論的には、長期的に（一生

に匹敵する長期間）、その化学物質の摂取量が ADI（PTWI）以下であれば健

康への障害が生じないということになります。ADI（PTWI）は、１日（１週間）

当たり、体重１kg 当たりの摂取量で示されるのが慣例で、例えば、ADI なら、

「0.05mg/kg bw/day」というような書き方で表されますが、これは１日当

たり（/day）、体重１kg 当たり（/kg bw）、0.05mg まで摂取しても、消費

者への影響は生じないという意味になります（bw は体重を示す英語の “body 

weight” の略）。国際的な暴露評価では体重を 60kg と仮定しているので、今

の例で言うと、0.05（mg/kg bw/day）× 60kg ＝３mg/day となり、平均

的消費者は、１日当たりこの化学物質を 3mg まで摂取しても影響が出ない

と算出されます。

NOAEL（NOEL）が長期的（一生に匹敵する期間）な摂取可能量ならば、

１日や 10 日といった短期間で、ADI や PTWI を超えた場合は、どうなので

しょうか？　実はそうした場合であっても、「長期にわたらなければ問題は

ない」というのが科学者の見解のようです。ではどの程度の超過なら、また、
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10　近年、こうした不確定要素への対応を行うために、ベンチマークドース法（Benchmark 
Dose Approach）という手法が取り入れられています。

どの程度の期間なら大丈夫なのかという問いに対しては、明確な回答がない

のが現状です。

c. 閾値がない場合

NOEL や NOAEL は、その水準以下の摂取量であれば健康被害は生じない

という閾値（threshold）ですが、化学物質の中には、そうした閾値がなく、

ごく少量でも生体に影響を及ぼすものもあります。以前にも紹介した、DNA

に直接影響を及ぼすことで変異を発生させる化学物質、すなわち遺伝毒性の

発ガン物質（genetoxic carcinogen）と呼ばれる物質がその一例です。こう

した物質の「用量反応曲線」は、簡単に書くと直線となります。

ここまで、リスク評価の過程を簡単に書きましたが、この作業は現実的に

はかなり複雑です。例えば動物実験では、動物も加齢にともない化学物質を

投与しなくても自然に腫瘍が増加することがありますが、こうした生物本来

の反応に由来する現象と、化学物質投与による影響とをどのように区別する

のかといった問題や、限られた数のしかも不確定要素を含んだ実験データか

ら NOEL をどのように特定するのか、また、動物実験で得られたデータを

人間に適用するための安全係数のとり方等々、専門家の苦悩は尽きないよう

です 10。

ADI や PTWI を設定した次の段階で、農薬や動物医薬品では、これらが食

品にどの程度残留しているのかを様々なデータをもとに検討して、MRL を

導き出します。そうした残留実態のデータの大前提は、農薬であれば適性農

業規範（GAP）に基づいて農薬を散布することであり、動物医薬品についても、

適性動物医薬品投与規範（Good Veterinary Practice, GVP）に基づいて動物

に投与することが大前提となっています。GAP と一口に言っても、農薬の
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濃度や散布回数、出荷前の散布の休止期間といったものは、気候や農業生

産条件によって各国で異なってきます。そうした違いはあるものの、最も模

範的な農薬散布、医薬品投与を前提とした残留値をもとに、JMPR や JECFA

は農薬や動物医薬品の MRL を算出し、最終的には CCPR や CCRVD に提案

します。

JECFA は、食品添加物や汚染物質などについても同様のリスク評価を行っ

ていますが、これらについての ML を担当部会に提案することは基本的には

ありません。こうした ML は、CCCA や CCCF で各国政府から提案されるの

が通例となっています。しかし、食品添加物の使用実態や、特定の国が提

出した汚染物質の食品への存在実態などの、ML 策定に必要と思われる各種

データを用意し、次の段階の暴露評価（③ Exposure Assessment）へ進みます。

d. 暴露評価

この暴露評価の段階では、食品の消費量のデータおよび上の過程で導いた

農薬や動物医薬品などの MRL（ML）案、をもとに、消費者がその化学物質

を１日あるいは１週間にどの程度摂取しているのか、すなわち「暴露量」を

推定します。消費量のデータには、各国が提出するデータや、農薬の暴露評

価では、特に WHO が FAO と共同して世界各国の消費類型を分類した消費

量のデータベース（GEM/FOODS）が使われます 11。

e. リスク判定

最終段階では、上述の③で算出した平均的消費者の１日（１週間）当たり

の化学物質摂取量（暴露量）と、②で算出した ADI や PTWI との比較を行

うことによって、消費者がどの程度その化学物質の危害にさらされているか
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を判定します（④ Risk Characterization リスク判定）。もし摂取量が ADI を

超えてしまうような状態であれば、その化学物質の ML や MRL を引き下げ

るなどの適切な管理が必要となります。農薬や動物医薬品の場合は、そもそ

も JMPR や JECFA が MRL を提案することから、自ずと、ADI を超えるよう

なものは提案されないことになります。

こうした①～④までの過程を「リスク評価（Risk Assessment）」と称します。

食品添加物、汚染物質、農薬等の化学物質がもたらす危害の特定、ADI（PTWI）

の決定、それらを統合した消費者の摂取状況や ADI（PTWI）と摂取量との

比較といった科学的分析は、コーデックス規格の策定に不可欠です。こうし

た情報を得るためには、膨大な情報・データ、高度な科学的知見が必要です。

コーデックスの部会で必要なリスク評価を行っているのが、先にも一部説明

した FAO と WHO が合同で開催する専門家会合です。

⑵ コーデックスを支える専門家会合

主な FAO と WHO の合同リスク評価専門家会合を表８にまとめました。

その特徴は、

①　 関連するコーデックス部会と密に連携しながら活動しているが、コー

デックスとは別の組織である。具体的には、

・ FAO/WHO合同食品添加物専門家委員会（JECFA）：食品添加物部会（CCFA）

に食品添加物のリスク評価を、食品汚染物質部会（CCCF）には汚染物質

のリスク評価を、更に残留動物医薬品部会（CCRVD）に動物医薬品のリ

スク評価と動物医薬品のMRL案を提供。

・ FAO/WHO合同残留農薬専門家会議（JMPR）：残留農薬部会（CCPR）に

農薬のリスク評価と農薬のMRL案を提供。

・ FAO/WHO合同微生物リスク評価専門家会議（JEMRA）：食品衛生部会

（CCFH）」に特定の食品に対する特定の有害微生物（例えば、鶏肉・鶏卵
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に対するサルモネラ菌）のリスク評価を提供。

②　 専門家会合には、大学、各国政府、企業の研究者など、求められる科学

的知見を有した専門家のみが個人の資格で参加。

③　 一度リスク評価を行った後でも、最新の科学的文献やデータを利用して

再度リスク評価を行い、その結果 ADI 等も変更される場合がある（農

薬は再評価が制度化されている）。

ただし、こうした専門家会合自体が、実験室を持って動物実験を行ってい

るわけではありません。世界中から実験データや文献を収集し、それをもと

にリスク評価を行うのです。したがって、会議は事務的な作業のみとなりま

す。コーデックスの担当部会は、こうした専門家会合にリスク評価を依頼し、

その検討結果をもとにコーデックス規格を決定します。時には ML の水準を

めぐり、各国の意見が対立することがありますが、そうした際には、コーデッ

クスの部会から再度専門家会合に意見を求めることもあります。専門家会合

からの回答により、コーデックスの部会で容易に合意できなかった問題がす

�0

表８　主な FAOとWHOの合同専門家会合
対　　象 名　　称 関連コ－デックス部会

食品添加物、汚染物質、
動物医薬品

FAO/WHO合同食品添加物専門
家委員会（JECFA：Joint FAO/
WHO Expert Committee on 
Food Additives）

CCFA（食品添加物）
CCCF（食品汚染物質）
CCRVD（残留動物医薬品）

農薬
FAO/WHO合同残留農薬専門家
会議（JMPR:Joint FAO/WHO 
M e e t i n g  o n  P e s t i c i d e 
Residues）

CCPR（残留農薬）

有害微生物

FAO/WHO合 同 微 生 物 リ ス ク 
評価専門家会議（JEMRA:Joint 
FAO/WHO Expert Meetings 
o n  M i c r o b i o l o g i c a l  R i s k 
Assessment）

CCFH（食品衛生）

遺伝子組換え食品(リス
ク評価の方法論のみ議
論。個別のGMOの評価
は行ってない。必要に
応じて開催)

FAO/WHO遺伝子組換え食品の安
全性審査に関する専門家会議（過去
５回開催）

CTFBT(遺伝子組換え食品)

表 8　主な FAO と WHO の合同専門家会合



ばやい解決をみた事例がいくつかあります。例えば、ピーナッツのアフラト

キシン、牛乳のアフラトキシン M1、コメのカドミウムなどの ML について、

ML 数値に関する意見に隔たりが生じ、議論が平行線をたどったことがあり

ました。このケースでは、旧食品添加物汚染物質部会が JECFA に暴露評価

よる科学的判断を仰いだことで、意見対立が速やかに解決されました。

⑶ 専門家会合の抱える脆弱性

コーデックス委員会の事務局員として５年という短い間の勤務でしたが、

このわずかな間の経験を通じて痛感したのは、食品の安全性を判断する上で

コーデックスに科学的な意見を提起する専門家会合の重要性でした。JECFA、

JMPRなどの専門家会合での結果が、コーデックスでの議論に大きく貢献し

ているのです。こうした専門家会合の活動がなければ、コーデックスの活動

は行えません。しかし、この専門家会合に対する予算は十分でなく、専属の

事務局員もFAOとWHOにそれぞれ１人しかいません。しかも参加する専門

家は、本業をこなしながら、会議の準備のために膨大な時間を割かなくては

ならないという状況のもとで運用されているのです（専門家へのこうした

会議への知的な貢献・労働に対する支払いはなされていない）。コーデック

スやこうした専門家会合の活動予算は、FAOとWHOの総会で議論されます。

予算を議論するFAO総会でも、コーデックスの活動は重要なので適正な予算

がつけられるべきであるという点には各国とも異論はありません。しかし、

FAOでは、実質的に全体予算が減少傾向で推移するなか、途上国の農林水産

活動への支援事業に対する予算配分が優先されるため、コーデックスの活動

に必要な予算を確保することはたやすい話ではないのが現実です。そのため、

こうした専門家委員会への資金や体制も、関係者の努力にもかかわらず、そ

の重責に比べきわめて不十分な状態が続いているのではないかと思われます。
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２　リスク分析の枠組み

近年、食品安全を論じる文献で、「リスク分析」（risk analysis）関連のも

のが多く見られます。詳細は専門的な論文に譲るとして、この「リスク分析」

は、食品の安全を確保するための枠組みを示したものです。いうなれば、政

府やコーデックス委員会などの食品安全を管理する組織が、どのような体制

で、どのような考え方で取り組めば、効率的かつ効果的に食品安全を実現で

きるのかを示したものです。

⑴ 3 つの構成要素

リスク分析は３つの要素で構成されています。それらは、前述の科学的な

分析を行う「リスク評価」、それをもとに食品の安全を確保するために取り

組む政策や手段である「リスク管理」、そしてリスク管理者とリスク評価者、

リスク管理者と消費者や生産者といった関係者間の意思の疎通を図る「リス

クコミュニケーション」という３つの要素です。このリスク分析の最大の特

徴は、リスク評価を行う主体と、リスク管理を行う主体が、分離しつつも、

機能的に十分な連携をとりながら活動を行うことにあると思います。すなわ

ち、食品安全に関する科学的判断を行う組織は、食品安全政策を立案する組

織とは別の組織であるべきという原則に基づきつつ、相互に連携をとりなが

ら活動を行うべきということです。わが国でも、牛海綿状脳症（BSE）の発生

後、この考え方を用いて、食品安全委員会がリスク評価機関として設立され、

農水省や厚労省はリスク管理機関として位置づけられるようになりました。

⑵ コーデックスでの取り組み

コーデックス委員会は、早くからこのリスク分析の考え方に沿った活動

を行ってきました。リスク評価という科学的な活動は、まさに先に述べた

FAO と WHO が共同運営で活動する JECFA、JMPR、JEMRA などの専門家
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委員会が行っています。そして、コーデックス委員会の総会や各部会が食品

安全のための規格を策定するというリスク管理者に当たります。リスク管理

者であるコーデックスの各部会は、JECFA、JMPR、JEMRA といったリスク

評価者と絶えず連携をとりながらコーデックス規格を策定してきたのです。

2000 年以降、コーデックス委員会では、コーデックスの活動におけるリ

スク分析のあり方を指針として文書化する作業を行ってきました。一番最初

に完成したのは、「コーデックス委員会の枠組みで適用するリスク分析の作

業原則」というもので、リスク分析の考え方をコーデックスの活動全般に

どのように適用していくかという内容です。次に、「各国政府で適用するリ

スク分析の原則」、更に、個別の専門部会に適用されるリスク分析の指針な

どを次々に作成してきました。例えば、分割前の食品添加物汚染物質部会

（CCFAC）では、「食品添加物汚染物質部会に適用すべきリスク評価の原則」

が作成されました。同様の指針は、残留農薬部会、残留動物医薬品部会でも

作成されています。これらは、政府に適用される原則を除いて、コーデック

ス内部の手続きを示したものであるため、「手続き規則」に収められています。

３　科学以外の「他の正当な要因」

⑴ 他の正当な要因とは

「科学的な意見の提供」という点で一言触れなくてはならないのが、「コー

デックスの決定は科学的根拠に基づいて行うべき」という原則が確立されて

いることです。冒頭でも紹介したように、コーデックスには、作業の手続き

を明文化した「コーデックス手続き規則（Codex Procedural Manual）」と

いう文書が存在するのですが、この中に、1995 年の第 21 回総会で採択さ

れた「コーデックスの決定過程における科学の役割と他の正当な要因を考

察する程度に関する原則声明（Statement of Principles Concerning the Role 

of Science in the Codex Decision Making Process and the Extent to which 
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Other Legitimate Factors are taken into account）」というものがあります。

これは、各国に向けたものではなく、加盟国がコーデックス委員会でコーデッ

クス規格を策定する際にこれに従って作業しましょう、という原則です。そ

の第 1 項で、コーデックスの食品規格や指針等は健全な科学的分析に基づ

かなければならないという原則が明記されています。単に書いてあるだけで

はなく、実際の議論でも、恣意的な決定を排除し、科学的な議論をもとに国

際規格を策定するというこの原則が非常に重視されています。

ただし、この原則には、上記に続く条項に「他の正当な要因（other legitimate 

factor）」という見慣れない用語を用いた記述があります 12。これは、上記の「原

則声明」の第 2 項に登場し、コーデックス規格の策定に際し「適切であれば、

他の正当な要因にも配慮する」と記述されています。ここでわざわざ「他の

（other）」としてあるのは、科学に対して「他の」という意味で、科学だけ

ではなく、その他の正当とみなされる要因もコーデックスの決定過程で考慮

しましょうという意味です。この点は、長い間コーデックスにおける大きな

争点の一つでした。具体的に何を意味するのかについては、どこにも例示さ

れていないのですが、これを熱心に主張してきた EU が過去の議論で提示し

た事例によると、消費者の懸念、環境保全、動物愛護といったような事項が

考えられます。つまり、食品の規格を作るときには、科学的な根拠だけでな

く、こうした科学的ではないものの、社会的に重要と思われる点にも配慮す

べきであるということです。しかし問題は、誰がどのように正当性を判断す

るのかという点です。確かにこうした社会的な観点も重要なのですが、重要

度は国によって違ってきます。つまり科学とは異なり、客観性にかけるので

す。この点を補うために、2001 年の第 24 回コーデックス総会で、この「他

の正当な要因」を考察する上での「規範（criteria）」が策定され、上記「原
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則声明」に追加されました。これが、「原則声明第二項において言及される

他の要因の考察の基準（Criteria for the Consideration of the Other Factors 

Referred to in the Second Statement of Principles）」というややこしい題名

の規則です。内容は、先ほどの「原則声明」の追補版で、要するに、「他の

正当な要因」という曖昧な表現の原則を適用するための基準です。その内容

は複雑で簡単には説明しきれませんが、つまりは以下のような様々な制限を

かけて安易に使われないよう、実質的な歯止めをかけたということでしょう。

このコーデックス総会の決定に対して、EU 諸国は意見の留保（reservation）

を表明しています。

・ 「他の正当な要因」はリスク管理過程で明確に位置づけられ、リスク管

理者は、この「他の正当な要因」が、リスク管理手法を選択する際に、

どのように影響したのかを明確にしなければならない。

・ 「他の正当な要因」は、リスク評価の科学的基礎に影響を与えてはならない。

・ 「他の正当な要因」は、世界的に共有される性格のものでなければ、考

慮してはならない。

・ 特定の「他の正当な要因」をコーデックス委員会のリスク管理に推薦す

る際には、その根拠も含めて明確に文書化すべきである。また、不当な

貿易障壁となるべきではない。

・ 途上国への影響や、途上国のリスク管理が制約を受ける事情にも配慮す

るべきである。　　　

これだけの制限が加わると、実質的にはかなり使いにくいこともあり、今

までにコーデックスの規格策定において、この「他の正当な要因」を正面か

ら主張して規格が成立したことはないのが現状です。ただし、この論争のあ

と策定されたコーデックス規格作成のためのリスク分析のあり方を規定し

た指針「コーデックスの枠組み内で適用するリスク分析のための作業原則

（Working Principles for Risk Analysis for Application in the Framework of 
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Codex Alimentarius）」では、その第 28 項にこの「他の正当な要因」が登場

します。この規則は、先に説明した「原則声明」や「原則声明第二項」と同

じく、加盟国が使うことを念頭においたコーデックス規格ではなく、コーデッ

クスの作業過程にだけ適用することを目的とした規則であるため、コーデッ

クス手続き規則に載っているわけです。この第 28 項では、上の「原則声明

第二項」にある様々な制約を受ける事を前提に、リスク管理を行う際には科

学を基本としつつも、場合に応じて「他の正当な要因」を考察してもよいと

いう内容が盛り込まれています。ある意味、制約を課された形でコーデック

スでの市民権を得たとも言えますが、この用語が出るたびに、輸出国や途上

国から具体的な内容を明確にすべきであるとの警戒意見が出されることから、

こうした国々からは、不当な貿易障壁を構築するための理論的根拠として要

注意扱いを受けていると思われます。

先ほど、この「他の正当な要因」を正面から主張して成立した、科学的な

根拠以外の要因を取り入れた規格は作られていないと言いましたが、明確に

位置づけされていないだけで、実はすでに存在するのではないかというのが

私の意見です。例えば、遺伝子組換え食品のリスク分析の原則をまとめた規

格にはリスク管理の手段の一つとして、「遺伝子組換え食品の安全性を審査

した後でも、市場化後の監視（post market monitoring）」という考え方が

盛り込まれています。最も想定されているのは、栄養素を変化させた遺伝子

組換え食品のような場合で、その食品が市場に流通することで、国民がどの

ような栄養摂取状況にあるのかを監視するためです。一方で、たとえ安全性

を審査したといえども、まだ成立して間もない技術であるため、健康被害が

生じないかどうかを見守るべきではないかという、遺伝子組換え食品に対す

る「消費者の不安」といった科学的ではない要因も考慮して、この制度をリ

スク管理手段の一つとして盛り込んでいるものと思われます。科学的な安全

性審査が行われた遺伝子組換え食品ですから、安全性には問題がないはずで
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す。こうした「市場に流通させたあとの監視」という考え方は、まさに「消

費者の懸念・不安」という科学以外の要因に対応したリスク管理といえましょ

う。

この抽象的な「他の正当な要因」をどうしてここまで取り上げるのかとい

うと、「食品の安全性を律する規則は科学的な根拠に裏打ちされたものであ

るべき」という考え方は食品の安全性を考える上で、コーデックスのみな

らず WTO の SPS 協定での議論でも間違いなく基本であり大原則なのですが、

現実に各国の食品安全行政担当者がつきつけられる問題は、科学だけで解決

できるようなものではないからです。消費者、生産者からの政治的な意見や

圧力には、科学的でない要素も含まれており、各国の政府、特に民主主義国

家では、こうした非科学的な意見にも対処する必要が生じてくるのです。こ

の「他の正当な要因」をめぐる議論は、そうした悩ましい問題が、コーデッ

クスという国際規格の議論の場にも登場したことを示しています。

⑵ SPS 協定における「保護水準」との関連

この「他の正当な要因」に関する議論は、WTO の SPS 協定において各国

が定める「保護水準（level of protection）」の概念とも関連していると思わ

れます。SPS 協定では、加盟国は自国の国民を守るために、「国際基準より

高い保護水準を設定することができる」と規定されています。しかし、その

条件として、科学的根拠に基づくことまたは以下の条件を満たすことが求め

られます（SPS 協定３条の３）。

①リスク評価に基づくこと（SPS 協定５条の１）

②貿易への影響を最小限にすること（SPS 協定５条の４）

③ 異なる状況下で設定される保護水準に、恣意的または不当な区別を設

け、偽装的な貿易制限を作り出してはいけない（SPS 協定５条の５）。

④保護水準を達成するために求められる以上の貿易制限的な措置を取ら
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13　これは便宜的な把握であって、厳密にはもっと細かく分類すべきもの。

ないこと。（SPS 協定５条の６）

要するに、SPS 協定では、各国が国際基準より高い保護水準を定めるため

には、科学的根拠の必要性（①）、貿易への影響の最小化（②と④）、保護水

準が一貫性を保ち偽装的な保護貿易にならないこと（③）の３種類の要件を

満たす必要があるということです 13。

このうち③の要件が、上で説明した「その他の正当な要因」と関係がある

と思われるため、③について記述してある SPS ５条の５の条文本体を見て

みましょう。

5.　(a) 人の生命若しくは健康又は動物及び植物の生命若しくは健康に

対するリスクに対する「衛生植物検疫上の適切な保護の水準」の概念の適

用で一貫性を図るため、(b) 各加盟国は、異なる状況において自国が適切

であると認める保護の水準について、恣意的又は不当な区別を設けること

が、(c) 国際貿易に対する差別又は偽装した制限をもたらすこととなる場

合には、そのような区別を設けることを回避する。加盟国は、この 5 の

規定の具体的な実施を促進するための指針を作成するため、第十二条の 1

から 3 までの規定に従って委員会において協力する。委員会は、指針の

作成に当たり、人の健康に対する危険であって人が任意に自らをさらすも

のの例外的な性質を含むすべての関連要因を考慮する。

下線部 (a) は、この条項の目的を述べたものです。下線部 (b) は「異なる

状況下で設定される保護水準に関して、恣意的または不当な区別（違い）を

設ける」という行為です。そして下線部 (c) は、 (b) の行為の結果、それが偽

装的な貿易制限になるという場合にもあり得ることを示しています。つまり



この５条の５は、ある国で設定される保護水準が、恣意的な判断が入り込ん

で決定された結果、同じようなリスクに対する保護水準が異なることになり

（一貫性がなくなり）、その結果、貿易が制限されるような事態を防ぐことを

狙っています。ここで注意すべきは、この「恣意的な」という言葉が WTO

の世界では、産業を守り、保護貿易を意図した立場を想定しているものと思

われます。更に、SPS 協定全体からみると、「各国の食品安全政策は科学に

基づいて運用すべき」と前文や第２条で規定していることを考え合わせれば、

協定交渉者達は、科学という客観的な尺度に基づいた政策を行えば、国内産

業を守るために貿易を制限するというような恣意的な意図が入りにくくなり、

保護水準の設定は一貫したものになると考えたのでしょう。こうした科学に

よる保護水準の決定を促すことにより、貿易に産業保護的な影響が及ばない

ようにしたわけです。

従って、簡単に言ってしまえば、この下線部 (b) で示されているような「保

護水準に恣意的又は不当な区別が設けられる」という状態は、明記はされて

いないものの、科学的根拠をもとに設定された保護水準であれば恣意的な意

図が入り込む可能性は低くなるという判断のもとに、科学以外の要素によっ

て設定されることを想定しているものと思われます。ここに至って、SPS 協

定で想定している「保護水準が恣意的」である状態は、「保護水準の設定」

というリスク管理上の判断に当たって科学以外の要因が考慮されているとい

う点で、前述したコーデックス規格を設定する際に「他の正当な要因」が考

慮される場合と似ていることがわかります。しかし、コーデックスでは科学

以外の考察要素は、実施上困難な制約がつけられているものの、理論上は

「他の正当な要因」として考慮するものと正当化されているのに対し、WTO

の５条５では、「恣意的または不当な」という否定的なものとして位置づけ

られています。これは、コーデックスにおける科学以外の要因は、リスク管

理上考えざるを得ない消費者の不安や社会的・経済的影響といった判断材料
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を想定している一方、SPS 協定での科学以外の考察要因は、産業保護といっ

た貿易を制限する意図、すなわち WTO の基本精神に反するものを想定して

いるため、悪者扱いされているという背景があるものと思われます。しかし、

SPS 協定の場合でも、非科学的な要因を判断材料に入れても、それが恣意的

や不当なものでなければ許されるわけで、実際、SPS 協定をめぐる紛争でそ

うした判断が下された事例があります。

具体的な例として、後半でも紹介する WTO の「米国・EU の成長ホルモ

ンをめぐる紛争」での実際の解釈事例をあげてみたいと思います。この紛争

は、EU がホルモンが残留する米国産牛肉の輸入を禁止したことに始まりま

す。EU が、牛肉に残留するホルモン剤に対してゼロリスクという厳しい保

護水準を設定しているにもかかわらず、同じホルモンを自然に含む他の食

品（例えば、鶏卵などにはトリ体内で生成されるホルモンが含まれるとの主

張）には全く規制がないということが一つの論点となりました。つまり、同

じホルモンが、牛に人為的に投与され、その肉から残留物として消費される

場合と、食品中に天然に生成され、その食品から摂取されるという２つの異

なる状況があるなかで、牛肉にはホルモンを禁止することにより残留をいっ

さい認めないゼロリスクという高い保護水準を取る一方、同じホルモンを自

然に含みうる他の食品には全く制限をつけないという行為は、「恣意的また

は不当な保護水準の区別」を設定したものである。その結果、米国産の牛肉

が EU に輸出できなくなっており、このような異なる保護水準の設定は、偽

装された貿易制限にあたり SPS 協定第 5 条 5 違反である、と米国が訴えた

のです。

このケースでは、紛争処理裁判の上級委員会は、自然に生成されるホルモ

ンを含んだ食品の管理を行うのは困難であるが、牛肉中の残留ホルモンは生

産段階でホルモンの使用を禁止することにより防ぐことが可能であるという

「実行可能性」の違いを理由として、恣意的ではないと判断しました。つま
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14　この点を明確にするには、科学的データをもってどの程度のリスクの違いがあるのか
を評価する必要があるが、WTO パネルでは法律論中心の紛争処理過程であったため、こ
うした評価は全く行われていない。

り科学的には、ホルモン剤を人工的に牛に加えて食品に残留する場合も、自

然に食品に存在するホルモンも、同じホルモンであればその人体への影響は

同様である可能性は高いと考えられ 14、その保護水準の区別をつける（一方

には全面禁止というゼロリスク、片方には特段のリスク管理措置なし）のは、

「恣意的である」ということになります。しかし、WTO のパネルの判断は、

天然に生成するホルモンを含む食品の規制は困難であるが、牛への投与は人

的管理が可能であるといった「リスク管理の実行可能性」という科学以外の

要因を考慮して、こうした保護水準の「区別」は恣意的とはいえないという

判断となったのです。

４　コーデックス規格と各国の規格の違い

先にも述べましたが、WTO の SPS 協定の成立により、各国は、自国の食

品安全に関する規格を策定する際には、国際規格がある場合にはこれに基づ

くべきであることが定められています（SPS 協定 3 条の 1）。一方で、科学

的な裏づけや不当な貿易障壁にならないようにとの５条の諸条件を満たせば、

各国は国際規格よりも高い保護水準を設定できるとも書かれています（SPS

協定 3 条の 3）。とはいえ、こうした国際規格の尊重を行うという協定の登

場により、国際規格の重みがかなり増したことは確かであり、各国は自国の

規格の設定に際して、コーデックス規格をかなり意識するようになったよう

です。その実態についての検証は、あまりにも膨大な作業となるので、断片

的な情報からの集約ですが、各国の規格にはコーデックスの定めたものと一

致していないものも多く存在するようです。

こうした違いが発生する背景には、それぞれの農薬、動物医薬品、食品添
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加物に関する各国の規制値を定める背景の違いが考えられます。例えば、農

薬の MRL 設定には、気候・風土によって病害虫の発生状況が違ってくると

いう背景があります。MRL の国際規格を作成するためのデータは、優良な

農薬の使用方法（すなわち GAP）に基づいて農薬を使用し、その残留値を

計測するとされていますが、同じ作物に同じ農薬を使用する場合でも、国や

地域によって実際の GAP は異なっており、当然、農薬の残留実測値も違っ

てきます。つまり、国際規格を策定する際には、どうしてもこうした違いを

包括するような値に設定する必要が生じてきます。一方各国は、あくまでも

自国の実情に基づいた設定を迫られるわけですから、どうしてもそこに違い

が生じるわけです。こうした違いは、しっかりとしたリスク評価機関、科学

的知見を有する専門家や精度の高い分析を行える施設が国内に存在する先進

国で生じる場合が多いようです。途上国では、こうした独自のリスク評価を

行うだけの予算、人的資源、公的な制度が確立されていないため、コーデッ

クス規格をそのまま国内規格として導入する国が多いのです。

更に、コーデックスで定める規格と各国が定める規格に違いが生じる背景

としては、リスク評価のあり方自体が異なる場合が挙げられます。同じ化学

物質のリスク評価を行う場合でも、ADI や MRL の水準が、JECFA で定めた

ものと、例えば EU の定めたものとで異なるような事例が散見されます。こ

の背景には、データ解釈や方法論の違いといった問題が潜んでいます。最近

の CCPR では、これからは JMPR における MRL の策定過程をできるだけ情

報開示していくべきとの意見が出されたと報告書にありますが、これは、こ

うしたリスク評価の方法論の相違が発端となっているようです。

では、こうしたコーデックス規格と各国の規格の違いが存在するにもかか

わらず、貿易紛争が頻発しないのは何故なのでしょうか。これを明らかにす

るためには、膨大な検証が必要ですが、現実の貿易ではこうした規格の違い

による経済的被害がそれほど発生していないことが考えられます。この点は、
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FAO がコンサルタントに JMPR の評価を行わせた文書でも指摘されていま

す。しかし、現実には紛争化していなくても、ひとたび WTO に訴えられたら、

加盟国が科学的な根拠を示さない限り国際規格を採用していないという事実

によって SPS 協定違反と判断される可能性は高いといえます。
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第４章　コ－デックス関連の食品紛争事例

１　牛肉のホルモン処理をめぐる紛争

⑴ 問題の背景

この問題は米国と EU の間で 1980 年代から争われてきたものですが、こ

の原稿を書いている 2008 年 12 月現在でも解決に至っていません。

米国やカナダでは、牛にホルモン剤を投与して成長を促進させるという

育種方法が長年行われてきました。EU 諸国でも以前は使われていました

が、消費者の不安を背景に、成長促進目的の使用を 1989 年に全面的に禁止

し、同時にホルモン剤を使って育成した牛の食肉の輸入までも禁止してしま

いました。この措置によって牛肉を EU に輸出できなくなった米国とカナダ

は、強い不満を抱きました。

EU は、この措置が食肉中のホルモン剤の残留による健康被害から消費者

を保護するためのものとの立場を表明しました。しかし、米国・カナダ両国

では、ホルモン剤の使用が許可されており、EU の全面的禁止という強い措

置は、米国・カナダの輸出から EU 域内の畜産農家を保護するために科学的

根拠がなく導入された偽装貿易に見えたようです。確かに、EU は十分な科

学的根拠、すなわち、リスク評価を踏まえてこの措置を導入したとは言い

難い状況でした。しかし、1980 年代後半にはまだこうした問題を扱う国際

法の整備が不十分だったため、米国とカナダも EU の措置に十分対処できな

かったのです。

⑵ SPS 協定の誕生がコーデックスに与えた新たな使命

しかし、1995 年に WTO 協定が成立し、その一つとして「衛生植物検疫

措置の適用に関する協定」、いわゆる「SPS 協定」が成立します。この協定は、
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食品や動植物の健康・生命の安全確保を目的とした各国の政策が貿易に及ぼ

す影響を最小化するために、様々な規則を定めたものです。この SPS 協定

は非常に複雑なものですが、食品安全に焦点を絞り、ある国が食品の安全の

ための規格を策定する際に、どのような SPS 協定の規則に配慮する必要が

あるのかを簡単にまとめてみました（正確さはある程度犠牲になっています）。

①　 各国の食品安全の規格は、国際規格が存在するときには、国際規格に

基づくべき（食品安全に関する国際規格は、コーデックス委員会が作

成するものとする）。

②　 ①に該当しなくても、各国は科学的な正当性がある場合や、以下の③

の要件を満たせば、国際規格よりも高い水準の規格を導入することが

できる。

③　 各国の食品安全の規格は、リスク評価に基づいて決める。また、保護

水準に恣意的な違いを設けて貿易を阻害しないようにすること、貿易

に対する影響を最小化することなど、貿易への悪影響を及ぼさないこ

とに配慮する。

つまり SPS 協定は、コーデックス規格があるときには、各国の食品の安

全規格はコーデックス規格に基づいて決めることを奨励していますが（①）、

その一方で、各国が自主的に国際規格より厳しい水準を設定する道も開いて

います（②）。しかし、その際には③のような科学的な根拠（リスク評価）

に基づくこと、恣意的な設定で貿易に悪影響を及ぼさないこと、更には貿易

への悪影響を最小化する措置であるべきといった制限を設けています。つま

り、各国の規格を国際規格に整合させることを奨励しつつも、その一方で、

各国独自の規格の導入も、それが恣意的な保護貿易とならないための条件を

満たせば認めるというものです。
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⑶ 成長ホルモンに関するコーデックス規格の成立

冒頭にも書きましたが、1995 年 7 月 3 日から 8 日まで開催された第 21

回コーデックス総会で、この問題に関する重要な決定が行われました。この

総会で、牛に使用する成長ホルモンのコーデックス規格案が提出されたので

すが、米国・カナダ等と EU の意見が対立したため、最終的に投票に委ねら

れることとなり、僅差で米国側の案が採択されてしまったのです（賛成 33、

反対 29、棄権 7）。反対派の大多数が欧州諸国であったため、米国・カナダ

対 EU という構図がそのまま票に表れたということでしょう。その結果、成

長促進目的で使用する数種類のホルモン剤のうち、３種類の天然ホルモンに

ついては食肉への残留の実態等からみて安全性には問題がないと判断され、

特に MRL を定めなくてもよいこととなりました。また、２種類の合成ホル

モンに関しては一定の MRL を設定することが決定されたのです。

⑷ 米国・カナダの WTO 提訴と EU の敗訴

この決定がどのような影響を持ったかは、その後の展開で分かります。

1996 年 4 月、米国は、EU の禁止措置を WTO の SPS 協定違反であるとして、

WTO に訴えたのです（続いてカナダも提訴）。WTO は紛争処理規則に従い、

WTO 協定違反か否かを判定する「パネル」と呼ばれる裁判機関を設置しま

した。3 人の専門家で構成されたパネルは、1997 年 8 月に結論を出し、EU

の措置を WTO の SPS 協定違反と判断しました。WTO の裁判では、パネル

の決定に不満であれば、その上級組織である「上級委員会」に訴えることが

できます。EU は上級委員会での審査を依頼し、今度は上級委員会が設立さ

れて審査が行われました。1998 年 1 月に、上級委員会はパネルの判断をい

くつか覆したものの、やはり EU の措置は科学的根拠に基づいていないとい

う点で、SPS 協定違反という判断を下したのです。ここに EU の WTO にお

ける敗訴が確定しました。
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⑸ パネル・上級委員会での審議におけるコーデックス規格の意義

この審査過程の大きな論点は、ホルモン剤に関する EU の全面禁止という

措置をどう判断すべきか、ということでした。

a. 国際規格の存在の意義

まず、最初に審査を行ったパネルは、成長促進ホルモンに関するコーデッ

クス規格を国際規格と認定し、EU の措置は国際規格よりも厳しい水準の規

格を採択していたという判断を行います。すなわち、EU の措置は前の小節

（p.85）での（2）- ①に該当しないため、次に（2）- ②の審査が行われました。

そこで争点となったのは、EU が（2）- ③で求められる要件、すなわち十分

な科学的根拠を基にして国際基準よりも厳しい規格を導入したか否かという

点です。これに関しては、パネルも上級委員会も、EU は国際規格であるコー

デックス規格より高い水準（厳しい水準）の規格を導入するだけの十分な科

学的根拠を示していないと判断しました。EU はいくつかの科学的な証拠を

提示しましたが、それらは全面禁止を裏付けるだけのものではなく、SPS 協

定で求められるリスク評価には該当しないとの判断を受けてしまいました。

その結果、EU の措置は WTO 協定違反と判定されました。

　

b. 科学的根拠の存在

パネルも上級委員会も、EU のホルモンに関する規格が「国際規格に基づ

いていないという事実だけで即、SPS 協定違反となるわけではない」という

認識では一致しています。これは、各国が「科学的に正当な理由がある場

合」や「リスク評価を行う」などの条件下で食品安全政策を実施すれば、国

際基準よりも高い水準の措置を導入できるとした SPS 第３条３項の存在が

あるからです。これは、聞こえはいいのですが、現実的には、コーデックス
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の規格は JECFA という国際的な科学者の専門的判断を取り入れて策定して

おり、こうした専門家会合には世界的な権威ある研究者も呼ばれるため、各

国が JECFA と異なる科学的な根拠を示すことは困難であると思われます。

こうした観点から見ても、この紛争の審査で最大の決定力を有していたの

は、紛争対象の規格を策定したコーデックスではなく、科学的な根拠を提供

した JECFA ではないでしょうか。それは、この紛争で EU が敗訴した大きな

理由が、EU の全面禁止措置を支える科学的根拠が欠如していたという点を

考えると、よく理解できます。JECFA は、1988 年の第 32 回の会合で、天

然ホルモン剤の使用は安全性に問題がないとの決定を下し、コーデックスは

これを基に天然ホルモン剤の食肉における基準値を定める必要はないとの決

定を行ったのです。

⑹ 問題点　投票で成立した国際規格

WTO の裁判で EU が争った論点の一つに 1995 年のコーデックスの決定

は合意でなく投票によって行われたという点にありました。EU は、投票で

成立した規格は国際規格ではないと主張しました。しかし、パネルの判断は、

国際規格の決着方法までを考慮する必要はないというものでした。この後、

コーデックスでは、ミネラルウォーターの規格でも投票での決着が図られて

しまいました。当然のことながら批判が高まり、現在では可能な限り合意が

成立していることが求められています。こうした投票での決着は、コーデッ

クスのシステムに対する不信を招く恐れがあることから、こののち可能なか

ぎり投票を回避し、各国の合意の下で規格を採択しようという動きにつなが

ります。

⑺ この紛争をどのように考えるか

この問題は、輸入国である日本にとって、消費者の安全を守ろうとする
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EU の決定を米国やカナダが貿易上の利益で踏みにじる姿に映るかもしれま

せん。しかし、その過程をよく調べると、双方に非難されるべき点があると

思われます。

EU 側としては、全面禁止の措置は消費者の不安を背景にしたものである

ことは確かでしょう。消費者の不安に応えることは非常に重要ですが、食品

安全という分野では、科学的な検証を行い、どの程度のリスクがあるのかと

いう客観的な判断も不可欠です。これが存在しなければ、消費者保護はいた

ずらに恣意的となり、必要以上の経済的費用が発生し、結局は消費者にも不

利益をもたらします。しかも、EU は 1980 年代の中ごろに行われた独自の

リスク評価において、安全性には問題なしという結論を出していたのです。

これを受けて、欧州委員会は、ホルモンの使用を許可する方向に動きかけて

いたのですが、欧州議会や理事会によってひっくり返されてしまいます。こ

れは、消費者の不安視する声や生産者の意見が政治的な影響力を発揮したこ

とによるものと言われています。結局、科学的根拠を欠いたまま、全面禁止

の欧州指令が採択されてしまうことになります。しかし、加盟国間でもホル

モンの禁止賛成国と反対国の折り合いがなかなかつかず、イギリスに至って

は、科学的な根拠がないという理由で最後まで抵抗しました。こうした様子

は、米国側にも伝わっており、米国は後の WTO 裁判でも EU のこうした面

を自信をもって追求できたのではないかと思われます。

また、米国も非難されるべき点があります。EU が行ったホルモン剤の禁

止は、80 年代中頃から EU の牛肉在庫が急増していったため、これ以上生

産を増やさないという経済的な目的や牛肉産業の保護という側面もあった可

能性は否定できませんが、根本は消費者の不安をもとにしているものでした。

これを産業保護政策に基づく非関税障壁とみなし、WTO の紛争処理という

裁判での解決を求めた米国の態度は、食品安全という消費者主体の分野の問

題対処法として適切であったのかという大きな疑問が残ります。この背景に
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は、1980 年代に繰り返された米国と EU の農産物貿易紛争に起因すると思

われます。これにより米国の思考回路は、EU の貿易政策をたえず偽装的と

見るようになったのではないでしょうか。また、80 年代に急速に伸びつつ

あった日本などの有力な食肉市場への影響を警戒したという側面も考えられ

ます。紛争の途中では、「ホルモン使用」という表示を行うことにより解決

を目指す調停案も出たようですが、双方とも拒否したとのことです。こうし

た米国の圧力は他人事ではありません。BSE 発生時、米国産牛肉の日本への

輸入再開のメドが立たなかった時期に、一部の米国議員が日本に輸入再開を

迫る法案を作ろうとしていた動きがありました。これは、彼らにとって、日

本の措置が、消費者保護という以上に生産者保護に重きを置いているよう

に映ったものと思われます。しかし、このような圧力行為は、表面的、短期

的には米国に有利な結果をもたらすかのようにみえますが、長期的には欧州、

日本の消費者に米国産への不信感を植え付けるという不利益をもたらしかね

ないのではないでしょうか。我々は、こうしたことを逆に米国に教えてあげ

たほうがよいのかもしれません。

⑻ 紛争のその後

WTO の上級委員会の裁定後も、この紛争の解決は一筋縄ではいきません

でした。簡単にまとめると、EU は WTO で敗訴した後、決められた期日ま

でに禁止措置を撤廃しなかったため、米国・カナダは WTO の紛争処理規

則に従い、EU の輸出品に対して関税を引き上げる措置を発動しました。一

方、EU は、WTO の紛争処理裁定で、科学的根拠なしに措置を採択したこ

とが敗訴の原因であったとして、リスク評価を改めて実施しました。その結

果、人体に有害であるとの結論に至ったエストラジオール 17ß というホル

モンの使用を禁止し、その他のホルモンについては科学的結論が出せなかっ

たため暫定的な禁止とする新たな規則を 2003 年に制定しました。これによ
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り、EU は、自らの措置が科学的根拠に基づく措置であるとして、SPS 協定

との整合性が取れたと宣言し、米国やカナダに制裁的な関税を撤廃するよう

迫りました。しかし、米国とカナダがあくまでもホルモン使用禁止の撤廃を

重視したため、EU は、紛争処理の手続に違反しているとして、今度は逆に

米国とカナダを WTO に提訴したのです。

この EU の訴えによるパネルと上級委員会の審査は既に終了し、報告書も

出されていますが、この裁定では、迅速な解決につながるような提言は出さ

れておりません。私見ですが、この問題の本質的解決を行うためには、EU

の行ったリスク評価が適切であるか否かという点を中心に考える必要がある

と思います。しかし、これを WTO の紛争処理で対処できるのかという疑問

が大きく残ります。実際、EU が起こしたこの紛争パネルでは、パネルが複

数の科学者に EU のリスク評価の内容についての判断を求め、それらの意見

を要約した結果、EU のリスク評価は SPS 協定の要件を満たしていないとい

う判断を下しました。しかし、その後の上級委員会では、こうした判断自体

を「パネルの判断が及ばない点」であるとして不適切だと否定しています。

⑼ おわりに

ここまで紛争がこじれた大きな要因は両国の対応と、国際的な SPS 協定

の運用のあり方に一因があったのではないでしょうか。1995 年から SPS 協

定の実施が開始されていますが、各国が協定遵守のための十分な準備期間、

すなわち国内でリスク評価を行う体制整備やそれを促進するための国際協調

体制を用意すべきだったのではないかと思います。当時は、今ほどリスク評

価を行う制度が整備されてなかったのです。

米国は 1995 年に SPS 協定の施行が開始されると、その年の７月にコー

デックス委員会で国際規格を策定し、その後すぐに WTO に EU を訴えてい

ます。そうする前に、まず JECFA でホルモンのリスク評価を行った科学者と、
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米国・EU の科学評価関係者が評価内容についての十分な意見交換を行って

から様子を見るべきではなかったのかと思います。この問題の本格的な解決

には、法律議論だけではなく、科学者間の意見交換や協議を促す制度を設定

して、そこで対処する必要があるのではないかと思われます。

２　パルメザンチーズをめぐる紛争

⑴ 食品の地域ブランド

最近、日本でも地域の名称を取り入れた地域ブランドを保護する制度、す

なわち「地域団体商標制度」が導入され話題を呼びました。この制度は食品

に限りませんが、「関サバ」「宇都宮餃子」「飛騨牛」といった地域名を有し

た多くの食品名が登録されています。これは、特許庁が審査を行っているこ

とからも分かるように、通常の商標と同様、知的所有権の一種です。ここで

取り上げるのは、コーデックス委員会で生じた、コーデックス規格という国

際規格と、EU の地理的名称を保護する制度（知的所有権の保護制度）との

対立に関する話です。（EU の制度と日本の「地域団体商標制度」は実質的に

異なるものです。）

⑵ 欧州の地理的表示保護制度

欧州各国では、昔からその地方の気候・風土を利用しつつ、人々の長年の

経験と努力で特色ある農産物をはぐくんできました（これは欧州だけの話で

はなく、日本や他の国でも同様の特産品は多く存在します）。こうした地域

の特産品は、長い年月の間に市場で地位を確立し、その食品の特質・品質と

地域との密接な関係が認識され、その地域に関連した商品名がブランド化す

るものも現れてきました。例えば、フランス北部のノルマンディー地方の

「カマンベールチーズ（正式には、カマンベール・ド・ノルマンディ）」やイ

タリアの生ハム「パルマハム」などがあります。EU では、こうした地域と
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密接に結びついた農産物の名称を保護する「地理的表示保護制度」15 を導入

しました。この制度に基づいて登録された農産物の名称は、「特定の地域で

特有の生産方法に従って生産されたもの」にしか使用できません 16。例えば、

この制度で登録されている「パルミジャーノ・レッジャーノチーズ」は、イ

タリアのパルマ地方の指定された地域で生産された生乳を使い、独自の方法

に従って生産されたものにのみ使用が許されるわけです。こうした名称保護

のため、EU には複雑な手続きと法律が整備されています。

⑶ 牛乳・乳製品部会でのパルメザンチーズをめぐる論争

コーデックス委員会でチーズなどの乳製品の国際規格を作る部会は、「牛

乳・乳製品部会（CCMMP）」です。1996 年 5 月に開かれた第 2 回の部会

において、ドイツから「パルメザンチーズ」の規格を作るという提案が出さ

れました。これにより、ドイツとフランスが国際乳業連盟（IDF）の協力を

得ながら、規格の原案を作り、次の部会で議論することになりました。ここ

で注目していただきたいのは、提案国がドイツで、それにフランスも共同提

案国として指名されたことです。しかしながら、次の部会、すなわち 1998

年 5 月に開催された第 3 回の CCMMP では、この案件に関して十分に話し

合うことができませんでした。これは、同じ EU のイタリアが、パルメザン

チーズの規格策定作業そのものに反対を表明したからです。そこで、次の第

4 回（2001 年）で改めて議論しようとしましたが、今度は EU 諸国が揃っ

て反対したため、更に持ち越されてしまいました。しかし、2003 年開催の
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地理的表示保護（PGI）、伝統的特産品保証（TSG）などの種類が存在し、それぞれ保護内
容が異なる。
16　PDO の認定を受けた農産物は、生産・加工の全ての工程をその地域で行うように規
定されているが、PGI では一部の工程を他の地域で行ってもよいことになっている。パル
ミジャーノ・レッジャーノは PDO として登録されているため、全ての生産工程を指定さ
れた区域で行うことになっている。



第 5 回部会において今度は、米国、カナダ、オーストラリア等の多くの国が、

規格策定を積極的に支持し、EU 諸国が反対するという構図に変化しました。

この対立は、2004 年の第 6 回部会でも続いたため、CCMMP は、親委員会

であるコーデックス総会に、規格を作るべきか否かについての指示を仰ぐこ

とにしました。かくして、1996 年に始まったこの論争は、2004 年 7 月のコー

デックス総会で議論されることとなったのです。この争点はどのようなもの

だったのでしょうか。

EU は、「パルメザンチーズ」という名称が、昔からイタリアのパルマ地

方で製造されている、いまや EU の地理的表示保護制度で保護された「パル

ミジャーノ・レッジャーノ」のフランス語訳であり、この規格ができると、

EU の地理的表示保護が有名無実化してしまうとの懸念を表明しました。つ

まり、EU 域内でしか適用されないとはいえ地理的表示という「知的所有権

を保護する制度」がコーデックス規格の策定により侵害されると主張したの

です。これに対し、米国、カナダ、オーストラリアなどは、「パルメザンチー

ズ」というのは、長い歴史を経てそうした地理的な関連が薄れて一般名称化

し、世界各地で生産されるようになったチーズであり、EU の制度で保護さ

れている「パルミジャーノ・レッジャーノ」とは別物であるため、知的所有

権の侵害には当たらないと主張しました。さらに、この案件は、コーデック

ス総会で定めた「新規の食品規格を作る基準」を全て満たしているため、規

格を作る作業手続きを開始してしかるべきとの立場を強調しました。

「一般名称化」というのは、元の特定の地域との関連が、長い年月の間に

消滅し、一般的な商品名になることを意味します。カマンベールチーズなど

がその代表例でしょう。EU の制度では「カマンベール・ﾄﾞ・ノルマンディ」

という名称で保護されていますが、「カマンベールチーズ」はすでに一般名

称化しているとみなされ、コーデックスでは「カマンベールチーズの規格」

が策定されています。実際、EU 以外の国では、以前から「パルメザンチーズ」
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という名称が、パスタにふりかける粉状チーズの一部に使用されているのも

確かです。

この問題の核心は、名前が一般名称であるか否かではなく、次のようなも

のではないかと考えます。つまり、EU 以外の国が自国で生産した「パルメ

ザンチーズ」という名称の商品を輸出しても、EU の地理的表示保護制度で

は「パルメザンチーズ」と「パルミジャーノ・レッジャーノ」を同一視して

いるため、EU 域内ではイタリアのパルマ地方のチーズのみ「パルメザン」

という名称が許可されており、輸入品は「パルメザンチーズ」の名称で販売

できないことになります。そこで、EU の地理的表示保護制度よりも効力の

あるコーデックスで「パルメザンチーズ」の国際規格を策定すれば、イタリ

アパルマ産以外の「パルメザンチーズ」でも、EU 域内で堂々と「パルメザ

ン」として販売できることになります。それがわかっていたため、EU も米

国等も互いの実利を求めて激しく論争したのです。また、今は米国などによ

り、主に粉チーズとして流通しているパルメザンチーズが、固形チーズとし

て大量生産され、安価に流通すると、コストのかかる伝統的な製法で作られ

るパルミジャーノ・レッジャーノの生産者に経済的な打撃を与えることも予

想されます。

⑷ コーデックス総会での激論

2004 年 7 月の第 27 回コーデックス総会で、「パルメザンチーズの規格

を作るか否か」が提起され、予想通りの激論となりました。イタリアを筆頭

に多くの EU 加盟国が今までと同じ論調で反対し、また一方で米国を筆頭に、

カナダ、オーストラリア、アルゼンチン、ブラジル等はパルメザンチーズの

規格を作るべしと主張、議論は全くの平行線をたどりました。興味深かった

のは、こうした農産物の知的所有権が、欧州だけでなく（例えばタンザニア

におけるキリマンジャロコーヒーのように）他国にも存在することを EU が
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示唆した点です。実際、一部の途上国も EU の立場を支持しました。結局こ

の総会では決着がつかず、翌 2005 年の第 28 回総会でも議論を行いました

が、同じ激論が再現され、最終的には CCMMP で将来また議論することで

当面の決着とし、事実上の見送りとなりました。

⑸ EU 内での論争

しかし、ここでもう一度思い起こしていただきたいのは、そもそもコー

デックスでパルメザンチーズの規格を作ろうという提案を行ったのは EU の

中核をなすドイツであり、さらに、1996 年の CCMMP でドイツとともに規

格原案を作成するように指名されたのはフランスだったという点です。その

後、EU が統一的な意見を出すようになり、対立の構図は、EU 対非 EU とい

うものに変化していきましたが、この先鞭をつけたのは同じ EU 諸国であっ

たというのは何とも皮肉なものでした。実は、この 1996 年は「パルミジャー

ノ・レッジャーノ」が EU の地理的表示保護制度に登録された年でした。そ

れ以降、EU は「対外的に」意見を統一せざるを得なくなったのです。

「対外的に」と書いた理由は、実は EU 域内においてもごく最近まで続い

ていた紛争があったからです。2008 年 2 月に欧州の法律裁定を司っている

欧州裁判所で、ある裁定が下されました。これは、欧州委員会が、パルマ地

域以外で製造された「パルメザン」を名乗るチーズの流通を、ドイツ政府が

同国内で効果的に取り締まっていないとして起こした訴訟に対するものです。

つまり、ドイツ政府は、「理事会規則 510/2006 に基づいて運用されている

地理的表示保護制度に違反している」と訴えられたわけです。

ドイツ政府は、「パルメザンチーズ」というのは一般名称であり、理事会

規則に基づいて登録・保護されている「パルミジャーノ・レッジャーノチー

ズ」とは別物であると主張しました。コーデックスで繰り広げられた EU と

米国やカナダによる「一般名称か否か」という論争が、欧州委員会とドイツ
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政府でもそのままに行われていたということです。外に向かっては一枚岩の

ようにみえた EU 内で、ごく最近まで内輪もめが起こっていたことに、筆者

は少々驚きました。欧州裁判所の判断は、欧州委員会の立場を支持し、パル

メザンチーズが一般名称であるというドイツの主張を強く否定しました。

地理的表示をめぐる EU 各国と欧州委員会の紛争はこれだけではありませ

ん。このパルメザンチーズの裁判では、欧州委員会側にはイタリアとチェコ

が、かたやドイツ側にはデンマークとオーストリアが支持を表明していま

した。この対立の構図には理由があります。実は、デンマークは「フェタ

チーズ 17」の名称をめぐり、これを保護対象とした欧州委員会と裁判で争い、

2005 年に敗訴しています。これにより、それまでフェタチーズとしてデン

マークで生産されてきたチーズに、「フェタ」という名称を使うことができ

なくなったのです。この際、デンマークと同様の問題を抱えていたドイツが

共闘しました。

このように、コーデックスでの論争の背後には、各国の利害対立が必ず存

在し、また他の国際機関や別の分野での争点と複雑に結びついていることが

多くあります。

３　カビ毒との闘い

「男はむせび泣き、身をもだえ、道で崩れ落ちた。他の人々も倒れ、口か

ら泡を吹き、ある者は吐き、気がふれたような症候を示す。多くの者が『火

だ！　焼かれる』と叫ぶ。それは目には見えない、肉体と骨を裂き、燃やし

つくす炎である。男も女も子供も、耐え難い苦痛のなかで死んでいった 18」

これは、西暦 943 年に、多くのヨーロッパ諸国を襲った病気の記録と伝

��

17　白く軟らかい羊の乳から作られるチーズ。ギリシャの特産品とされている。
18　 Manual on the application of the HACCP system in Mycotoxin prevention and 

control” FAO, 2001（翻訳は筆者）



えられています。この病気は、手足が火で焼かれるように熱くなり、錯乱状

態や、最悪の場合、死に至るとのことで、人々はこれと似た体験をした「聖

人アンソニー 19」にちなみ、この現象を「聖アンソニーの火」と称したそう

です。後に、これはライ麦に発生するカビから生じる「麦角アルカロイド」

というカビ毒で生じることが判明しました。

しかし、20 世紀の半ばに至って、こうしたカビ毒の恐ろしさを人類は再

認識することになります。1960 年、イギリスで七面鳥が大量（10 万羽）

に死亡する事件が発生しました。この原因は、エサのピーナッツミールに発

生したカビがもたらす化学物質であることが判明し、このカビはのちにア

フラトキシンと命名されました。アフラトキシンにも B1、B2、G1、G2 とい

うように、いくつかの種類が存在しますが、なかでもアフラトキシン B1 は、

天然の化学物質の中で最も強い発ガン性を持つといわれています。現在では、

アフラトキシン以外にも、オクラトキシンＡ、フモニシン、パツリン、デオ

キシニバレノールといった、様々な健康被害をもたらすカビ由来の化学物質

が発見されており、これらカビ毒の総称をマイコトキシンと呼ぶようになり

ました。

こうしたマイコトキシンによる被害は現在でも発生するようで、最近の顕

著な例としては、2004 年のケニアで、アフラトキシンに汚染されたトウモ

ロコシによって多数の死者が発生した事件が挙げられます。また、温帯の国々

でも穀物等のオクラトキシン汚染が問題視されています。

(1) コーデックスにおける規格の策定

こうしたマイコトキシンへの対策として、次第に各国でも、食品中に許容

される ML を定めるようになりました。しかし、この状況が国ごとに異なる
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19　3-4 世紀にエジプトで活躍したキリスト教の聖人



規格の乱立につながり貿易に支障をきたすとして、国際規格の策定を求める

機運が高まりました。この対象としてまず、毒性が強く、熱帯地域の途上国

での発生が多いアフラトキシンが選ばれたのは、当然の流れでした。しかし、

対象とする食品をどのようなものにすべきか、また、どのような水準で規制

するのが適切かといった規格の基本設定をめぐり、各国の意見の集約がなか

なか進まなかったことから、コーデックスのアフラトキシンの規格が最初に

成立するまでに、多くの年月を費やすことになりました。

表９は、アフラトキシンの規格成立までの歴史を簡単にまとめたものです。

この議論は、1987 年に FAO の油脂・油糧種子委員会がコーデックス委員

会に検討を依頼したところから始まり、最終的に規格が成立したのは 12 年

後の 1999 年でした（実質的には 1998 年に合意）20。この間の議論の変遷

で特徴的なのは、下記のとおりです。

① 対象の食品

最初は、「穀物類・ナッツ類・油糧種子」が対象でした。その後、途中で「全

食品」に拡大されたものの、最終的には直接消費用ではなく、「加工用ピーナッ

ツ」に絞り込まれました。

② 規格対象となるアフラトキシンと最大基準値（ML）のあり方

ML に関して、アフラトキシン B1、B2、G1、G2 の総計値か、アフラトキ

シン B1 だけにすべきか、という議論の末に、最終的には総アフラトキシン

の値になりました。

③ ML の水準
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20　なお 1997 年に、ヒトに先がけて家畜飼料向けに「生乳生産家畜用飼料におけるアフ
ラトキシン B1 削減のための実施規範」が策定されている。



これは、より厳しい水準を要求するEU諸国と、健康への影響を最小限にし

つつ、生産や貿易に支障が生じない水準にしようとする生産国とが、熾烈な論

争を繰り広げたため、なかなか決着がつかなかったというものです。議論が

始まった1987年に提案されたMLは、15μg/kgでした。その後、5μg/kgや

10μg/kgという案も出されましたが、最終的には15μg/kgで決着しました。

これには、JECFAのリスク評価が決定的な役割を果たしました（後述）。

④ サンプリングの方法

アフラトキシンの汚染は、大量に輸送される荷の全てに均一的に存在する

のではなく、一部に偏在しているため、ML の確認には、サンプルの取り方

（サンプリング）が重要です。そのため、アフラトキシンのサンプリング方

法（Sampling Plan）とアフラトキシンの ML とが一体化した基準が策定さ

れました。

⑵ 議論迷走の原因

このような迷走が続いた背景には以下があると考えられます。

① 規格を策定するうえで不可欠な、アフラトキシンの人体への健康被害（疫

学調査）や、動物実験、農作物への発生状況に関するデータが、議論を

開始した当初、十分になかった（ピーナッツに関しては、比較的豊富に

存在した）。　

② アフラトキシンは、強力な発ガン物質であるため、1987 年の第 31 回

JECFA で「可能な限り低い水準」に保つよう勧告された。しかし、どの

程度の水準であれば、農作物の生産や流通に重大な支障をきたさずに達

成できるかに関し、各国の状況の違いから来る意見の隔たりがあった。

こうしたMLの水準に関する論争に終止符を打つきっかけとなったのが、

JECFAによる科学的評価でした。表９にあるように、1997年３月のCCFAC
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値準基大最ンシキトラフアの初最のでスクッデーコ 　８表
（ML）が成立するまで
年 経　緯

1987年

添品食、け受を請要のらか会員委子種糧油・脂油OAF ・
加物・汚染物質部会（CCFAC）がアフラトキシンの
MLの議論を開始。

キトラフアの類ツッナ・子種糧油・物穀、はCAFCC ・
シンB1、B2、G1、G2の合計のMLで15µg/kgを提案。

1988年 ・物穀、もていおに）LPCCC（会部類豆物穀スクッデーコ ・
豆類のアフラトキシンのMLの議論開始。

1988年 るすにgk/gµ5らかgk/gµ51の回前をLMでCAFCC ・
ことで合意。

1989年
現実てぎす低、ののもるす論議をgk/gµ5でCAFCC ・

困難の反対意見。
キトラフア、し関にツッナーピな富豊がターデ、方一 ・

シンB1のMLとして5µg/kgを提案することで合意。

1990年
」gk/gµ5ンシキトラフアのツッナーピ「、でCAFCC ・

と「穀物・油糧種子・ナッツ類の15µg/kg」を議論。
結果、この2案 の代わりに、「乳製品を除く全ての食
品のMLで10µg/kg」との新提案で合意。

1991年 意もるす論議を」gk/gµ01LMの品食全「でCAFCC ・
見がまとまらず。

1992－95年

トラフア総のツッナーピ用工加「、でLPCCCの年49 ・
キシンMLを15µg/kgとそのサンプル方法」に議論の
焦点を絞ることで合意。CCCPLはこの年で休会した
ため、CCFACに議論の継続を要請。

・この期間、CCFACでは議論進展せず。

1995年 」法方ルプンサとLMツッナーピ「、で会総スクッデーコ ・
をCCFACが議論することになる。

1997年3月
LMンシキトラフア総のツッナーピ用工加「でCAFCC ・

（15µg/kg）とサンプル方法」を議論。ECが反対意
見として10µg/kgを提案。意見はまとまらず、6月の
JECFA評価を待つことで合意。

1997年6月
とgk/gµ02LMのンシキトラフア、でAFCEJ回94 ・

10µg/kgでは、健康に与える影響に大きな差異はな
いとの結論。

1998年 をLMンシキトラフア総のツッナーピ用工加でCAFCC ・
15µg/kgとすることで合意し、サンプル方法も合意。

1999年
」法方ルプンサとgk/gµ51LMのツッナーピ用工加 「・

がコーデックス総会で採択され、コーデックス規格
となる。

出典：食品規格委員会（CAC）、CCFAC、CCCPL、JECFA報告書より筆者が作成

表 9　 コーデックスでの最初のアフラトキシン最大値（ML）が
成立するまで



で、加工用ピーナッツの総アフラトキシンのMLは15μg/kg（生産国側）と

10μg/kg（主としてEU諸国）との2案で対立しました。しかし、その3 ヵ月後、

1997年6月の第49回JECFAで、MLとして20μg/kgと10μg/kgを設定した

場合、それぞれの健康への影響は「両者にはほとんど差がない」という科学的

評価が提出されたのです。その結果、翌1998年に15μg/kgで合意が成立し、

1999年の総会で最終採択となりました。

⑶ 最近の動向

① 規格の対象の拡大

これ以降、マイコトキシンの規格は少しずつ増えています。表 10 にある

通り、穀物等のオクラトキシン A やリンゴのパツリン、さらに、ピーナッ

ツ以外のナッツ類のアフラトキシンに対する規格が作成されました。

② 生産・貯蔵・流通過程での対策（実施規範）

マイコトキシンはカビから発生します。そのため、根本的かつ効果的なリ

スク管理には、最終生産物の ML を設定してこれを計測するというリスク管

理だけでは限界があり、それ以前の段階でカビ発生を防ぐための生産、貯蔵、

流通上の様々な対策が必要であるとの認識が生まれてきました。これをコー

デックスで文書化したのが、表 10 にあるマイコトキシンの汚染防止・低減

のための一連の実施規範（Code of Practice）です。これは、他の食品の安

全性確保のために GAP、GMP、HACCP といった生産過程での管理・対策が

重要視されているのと同様の認識によるものです。

⑷ WTO での議論

1997年、EUはそれまで加盟国ごとに異なっていたアフラトキシンのML

を、EU全体で統一する案を発表し、WTOのSPS委員会を通じて各国に通報
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しました。しかしその案は、同じ時期にEUがコーデックスに提出し、各国から

厳しい水準と批判されていたもの（加工を行い消費されるピーナッツ等の総

アフラトキシンMLを10μg/kgと提案）であり、さらに、先に紹介した1997年

のJECFAの結果もあって、EUはSPS委員会で各国から「科学的根拠なしに不

格規るす関にンシキトラフアのスクッデーコ 　９表 ＊

規　格 最大基準値（ML） 成立年

加工用ピーナッツの総アフラトキシ
ンのMLとサンプル方法 15µg/kg＊＊ 1999年

アフラトキシンM1のML 0.5µg/kg＊＊ 2001年

りんご果汁や他の飲料のりんご果汁
原料のパツリンML 50µg/kg＊＊ 2003年

りんご果汁や他の飲料のりんご果汁
原料におけるパツリン汚染防止及び
低減に関する実施規範

2003年

オクラトキシンA、ゼアラレノン、
フモニシン、トリコテセネスに関す
る別添を含んだ、穀物におけるマイ
コトキシンの汚染防止及び低減に関
する実施規範

2003年

ピーナッツのアフラトキシン汚染防
止及び低減に関する実施規範 2004年

堅果類（tree nuts）のアフラトキ
シン汚染の防止及び低減のための実
施規範

2005年

ワインのオクラトキシンAの汚染防
止及び低減に関する実施規範 2007年

小麦、大麦及びライ麦におけるオク
ラトキシンA のML 5µg/kg＊＊ 2008年

加工用及び直接消費用アーモンド、
ヘーゼルナッツ及びピスタチオにお
ける総アフラトキシンのML

加工用15µg/kg＊＊

直接消費用10µg/
kg＊＊

2008年

アーモンド、ヘーゼルナッツ及びピス
タチオのためのサンプリングプラン 2008年

*食用農産物を対象とした規格のみ。食用以外では、生乳生産家畜飼料のアフ
ラトキシンB₁削減のための実施規範が1997年に策定されている

* lareneG（格規般一るす関に質物性毒・質物染汚の品食「、はLMたれさ択採 *  
Standard for Contaminants and Toxin in Foods: CODEX STAN 
193-1995）」の「Schedule Ⅰ」に掲載される（www.codexalimentarius.
net/web/standard_list.do?lang=en）

表 10　 コーデックスでのアフラトキシンに関する規格 *



当に厳しい基準を提案した」との批判を浴び、結局、当初の提案は一部緩和さ

れることとなりました21。

21　EUが緩和したのは、「分別（sorting）や物理的な処理を行うピーナッツ・ナッツ類・乾
燥果実」（直接消費ではないことを示す。）に対するアフラトキシンB1、B2、G1、G2の総計
のMLである。当初の10μg/kgから、コーデックスと同じ15μg/kgに緩和した。EUの制度
は複雑で、この加工用のピーナッツ・ナッツ類・乾燥果実のアフラトキシンB1に関しても
8μg/kg、さらに、「直接消費向けピーナッツ・ナッツ類・乾燥果実」に対し、アフラトキシン
B1で2μg/kg、アフラトキシンB1、B2、G1、G2の総計で4μg/kgという基準をそれぞれ設定
している。
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第５章 雑　感

さて、難しい話が続いたので、最後に少しだけコーデックス勤務中の思い

出深い体験談を披露します。

1　ブラジル珍道中

筆者は、会議に参加するため、多くの出張を行いました。コーデックス事

務局員は、コーデックスの会議のみならず、世界中で開かれる他の会議に

参加することになります。一番印象に残っている出張は、2003 年にリオデ

ジャネイロで開催されたブラジル政府主催の遺伝子組換え食品セミナーへの

参加です。この時は、すぐ後に別の場所での会議を控えていたため、機内２

泊、現地１泊という強行スケジュールとなってしまいました。事前の準備も

何とか仕上がり、後は行くだけという出発直前（３日前）になって、なんと

ブラジル入国のためのビザを取っていないことに気づき、天と地をひっくり

返すような大あわての事態になってしまいました。関係者を巻き込んだ騒動

の末、結局、招聘者がブラジル外務省の担当者に話をしてくれて何とかビザ

が下りたのですが、出発直前、空港からも連絡調整に奔走し、気をもんで相

当疲弊しました。苦労のあげく辿り着いたリオデジャネイロ。しかし、リオ

は１日半の滞在中、悪天候続きで、名物の青空と美しいイパネマ・コパカ

バーナの海岸は、灰色の空と厳しい波が打ち寄せる海岸と化し、有名なキリ

スト像は厚い雲の上。会議が終わると疲れた体を引きずるように早々に空港

へと向かいました。空港で、両替しすぎて余ったブラジル通貨を再両替しよ

うとすると拒否されたので、何か買い物をと思いましたが、空港内の店では

ドル以外は使えないことが判明。しかたなしに、唯一買えたコーヒー豆を手

に帰国の途につきました。しかしそのコーヒー豆は、フランクフルト空港で
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の乗り換えの際に、堂々と手荷物で持っていたため、待ってましたとばかり

のニコニコ笑顔で税関から関税を徴収され、しょげてローマに戻ったのでし

た。EU 域内へのコーヒー豆の持ち込みはなんと課税対象だったのです。結

局そのコーヒーの味も本場のものであったにもかかわらず、イタリア産ほど

美味しくなく、どたばた続きの嵐のように過ぎ去った４日間でした。

2　テロ直後の米国出張

また、話は前後しますが、2001 年の 10 月に米国・西海岸での会合への

参加を命じられた出張は、強烈な記憶として残っています。それは、会議自

体ではなく、9・11（2001 年９月 11 日のテロ）直後の米国の様相でした。

空港から会議場への高速道で遠くサンフランシスコ市内を見渡すと、多くの

中層・高層ビルの上に星条旗が一様にはためき、路上には小さな星条旗をか

かげた車両が行き交っていました。あれだけの国旗を一同に見ると不思議な

気持ちになります。更に、その日は橋が爆破される可能性もあるということ

で各要所に軍隊が配備されており、こうした異様な雰囲気の中、いくつもの

橋をわたって会議場に向かいました。星条旗が一面にはためくこの光景は、

今でも目に焼き付いています。

3　イタリア人気質

帰国後の話ですが、2007 年２月に、今度は農水省から日本の代表として

ロンドンで開かれたコーデックス油脂部会に参加する機会がありました。日

本の隣はイタリアの席で、コーデックスの会議でよく顔を合わせた旧知のイ

タリア農業省の担当官Ｃ氏でした。筆者は、日本としての関心度の強弱はあっ

たものの、ほぼ全ての議題について事前に関係者と協議し、対処方針を携え

て会議に臨み、全ての議題で必ず最低一言は意見を表明しました。特に日本

の関心が高い議題では、一度といわず、議論の流れを見極めながら数回、反
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論や追加発言をするなど、かなり力が入っていました。そうした緊張感の中

で、ふと隣のイタリアの席に目をやると、なんとＣ氏は、ロンドンの市街地

図を広げて会議なぞどこ吹く風といった様子。これには拍子抜けしてしまい、

会議中にもかかわらずこみ上げてくる笑いを抑えるのに苦労しました。また

別の機会にふと見ると、今度は、一生懸命にお絵かきをしていたので、思わ

ず「ミケランジェロの如し」と声をかけてしまいました。しかし、この油脂

部会でのイタリアの最大の関心事項であるオリーブ油の議題になると、態度

は一変。耳が痛くなるくらいの強い語気で、反対する国を手厳しく批判する

大演説を行っているではありませんか。この緩急をつけたアピールは結構効

果的なのではと思いました。「やるべき時は集中する」というイタリア人気

質に感心した次第です。
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おわりに

最後に、コーデックスに出向する機会を与えていただいた農水省の人事や

担当課の方々、遺伝子組換え部会でお世話になった厚労省の方々、ベテラン

のコーデックス事務局員で、私の初歩的な質問にもいやな顔ひとつせずに懇

切丁寧に教えていただいた Selma Doyran 氏、今回こうした執筆の機会を下

さった JAICAF の方々、混沌とした環境のローマで、５年の海外勤務を支え

てくれた妻の裕美にこの場を借りて厚く御礼申し上げます。
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略語要覧

ADI Acceptable Daily Intake １日あたりの許容摂取量
BSE Bovine Spongiform Encephalopathy 牛海綿状脳症
CCCF Codex Committee on 　Contaminants 

in Foods
食品汚染物質部会

CCFA Codex Committee on Food Additives 食品添加物部会
CCFAC Codex Committee on Food Additives

and Contaminants
食品添加物汚染物質部会

CCFH Codex Committee on Food Hygiene 食品衛生部会
CCFL Codex Committee on Food Labelling 食品表示部会

CCMMP Codex Committee on Milk and Milk
Products

牛乳・乳製品部会

CCPR Codex Committee on Pesticide
Residues

残留農薬部会

CCRVDF Codex Committee for Residues of
Veterinary Drugs in Food

食品残留動物用医薬品部会

CTFBT Intergovernmental Task Force
on Foods Derived from Modern 

遺伝子組換え特別部会

FAO Food and Agriculture 国連食糧農業機関
GAP Good Agricultural Practice 適性農業規範
GMP Good Manufacturing Practice 適性製造規範
GSCTF General Standard for Contaminants

and Toxins in Foods
食品汚染物質に関する一般規格

GSFA Codex General Standard for Food
Additives

食品添加物に関する一般規格

HACCP Hazard Analysis and Critical Control
Point

危害分析重要管理点（仮訳）

JEMRA FAO/WHO Joint Expert Meeting on
Microbial Risk Assessment

ＦＡＯ/ＷＨＯ合同微生物リスク
評価委員会

IPPC International Plant Protection
Convention

植物防疫委員会

JECFA FAO/WHO Joint Expert Committee 
on Food Additives

FAO／WHO食品添加物に関する
合同専門家委員会
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JMPR Joint FAO/WHO Meetings on 
Pesticide Residues

残留農薬に関する専門家委員会

ML Maximum Level 最大基準値
MRL Maximum Residue Limit 残留最大基準値
NOAEL No Observed Adverse Effect Level 無毒性量
NOEL No Observed Effect Level 無作用量
OECD Organisation for Economic Co-

operation and Development
経済協力開発機構

OIE World organisation for animal health 国際獣疫事務局
PTWI Provisional Tolerable Weekly Intake 暫定１週間耐用摂取量
SPS協定 Sanitary and Phytosanitary Measures 衛生及び植物防疫措置の適用に

関する協定
TBT協定 Agreement on Technical Barriers to

Trade
貿易の技術的障壁に関する協定

WFP World Food Programme 世界食糧計画
WHO World Health Organization 世界保健機構
WTO World Trade Organization 世界貿易機関
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